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地域における教育と福祉の一層の連携等の推進について（通知） 

 

こども基本法（令和 4年法律第 77 号）第 9条第１項に基づくこども大綱（令和 5年 12月 22

日閣議決定）においては、常にこども（若者を含む。以下同じ）の最善の利益を第一に考え、こど

も・子育て支援に関する取組・政策を我が国社会の真ん中に据え、こどもを権利の主体として認

識し、こどもの視点で、こどもを取り巻くあらゆる環境を視野に入れ、こどもの権利を保障し、

誰一人取り残さず、健やかな成長を社会全体で後押しすることにより、「こどもまんなか社会」を

実現していくこととされています。 

特に、障害や発達に特性のあるこどもやその家族への教育と福祉等が連携した支援については、

障害や発達の特性を早期に発見・把握し、適切な支援・サービスにつなげていくとともに、乳幼

児期・学童期・思春期の支援から一般就労や障害者施策への円滑な接続・移行に向けた準備を、

保健、医療、福祉、保育、教育、労働など関係者の連携の下で早い段階から行っていくこととさ

れており、こども大綱やこども未来戦略（令和５年 12月 22日閣議決定）においてもその旨盛り

込まれたところです。 

こうした中、教育と福祉の連携の下での様々な取組について、障害福祉サービス等報酬改定や

予算事業等により支援の充実を図っているところ、下記のとおり、その概要と連携のポイントや

留意点等を整理しました。 

これまでの間、「教育と福祉の一層の連携等の推進について」（平成 30年５月 24日付け 30文科

初第 357号、障発 0524第２号、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知。以下「平成 30 年通知」という。）に基づき、教育と福祉の連携による取組を進め

ていただいているところ、更なるこども施策の充実を図る観点から、本通知を踏まえながら、各

種の制度・事業を積極的に活用し、より一層の連携による取組を進めていただきたく、お願いい

殿 



たします。 

各都道府県におかれては、貴管内市町村（指定都市を除き、特別区を含む。）及び関係機関等に

対して、各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対して、

各指定都市におかれては関係機関等に対して、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校

に対して、各都道府県知事及び構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項

の認定を受けた地方公共団体の長におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対して、各国立大

学法人学長におかれては、附属学校に対して、このことを十分周知し、本通知の運用に遺漏のな

いよう御配慮をお願いいたします。 

 

別添１ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定・各種加算の概要 

別添２ 事務連絡「個別サポート加算（Ⅲ）」 

別添３ 予算事業の概要 

 

記 

 

１．福祉分野における教育との連携推進の取組 

福祉分野においては、令和 6年度障害福祉サービス等報酬改定において、下記のとおり、 

・ 質の高い発達支援の提供を推進する観点から「（１）関係機関との連携の強化」及び「（２）

将来の自立等に向けた支援の充実」に、 

・ 支援ニーズの高い児への支援を充実する観点から「（３）継続的に学校に通学できない児童

への支援の充実」及び「（４）強度行動障害を有する児への支援の充実」に、 

・ インクルージョンを推進する観点から「（５）インクルージョンの取組の推進」及び「（６）

保育所等訪問支援の充実」に、 

・ 入所施設における地域生活に向けた支援や相談支援の充実の観点から「（７）地域生活に向

けた支援の充実」及び「（８）相談支援の充実」に、 

取り組むこととしている。 

障害児通所支援事業所や障害児入所施設と利用契約を行っている障害児に対して、当該障害

児が日々通う保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等

教育学校、特別支援学校、高等課程を置く専修学校、各種学校、放課後児童クラブ等（以下「学

校等」という。）と連携した支援をより一層推進できるよう、下記の取組へのご理解・ご協力を

お願いする。 

  なお、（１）～（８）の詳細については別添１を参照すること。 

 

（１）関係機関との連携の強化  ※児童発達支援・放課後等デイサービス 

   関係機関連携加算 

    障害児通所支援事業所が、個別の児童発達支援・放課後等デイサービス計画の作成又は

見直しに関する会議を開催し、学校等と連携して当該計画を作成することや、当該計画の

作成時以外における学校等との会議の開催等による障害児の心身の状況や生活環境等につ



いての情報共有を行うことを推進する。 

学校等においては、「２．教育分野における福祉との連携推進の取組」と一体的に運用す

ることが望ましいことから、障害児通所支援事業所に対して、学校等での支援内容等につ

いて個別の教育支援計画を活用した情報共有等をお願いする。 

 

（２）将来の自立等に向けた支援の充実 ※放課後等デイサービス 

   通所自立支援加算 

    学校・居宅等と放課後等デイサービス事業所間の移動（公共交通機関の利用や徒歩等）

について、自立して通所することが可能となるよう当該事業所の職員が付き添って計画的

に支援を行うことを推進する。 

    学校等においては、下校の際に円滑に通所自立支援が行われるよう配意いただくようお

願いする。また、放課後等デイサービスの求めに応じて当該児童の状況や学校等での支援

内容等について個別の教育支援計画を活用した情報共有等をお願いする。 

 

   自立サポート加算 

高校生等（２年生又は３年生を基本とする。）に対して、学校卒業後の生活に向けて、学

校や地域の企業等と連携しながら、相談援助や体験等の支援を計画的に行うことを推進す

る。 

    学校等においては、放課後等デイサービス事業所による自立サポート計画の作成・見直

しや支援の実施において必要な連携が図れるよう、学校等での支援内容等について個別の

教育支援計画を活用した情報共有等をお願いする。 

 

（３）継続的に学校に通学できない児童への支援の充実 ※放課後等デイサービス 

   個別サポート加算（Ⅲ） 

不登校の状態にある障害児が放課後等デイサービスを利用する場合に、学校及び家庭、

その他関係機関等と協働で支援を行っていくことを推進する。具体的には、放課後等デイ

サービスが発達支援に加えて、学校と日常的に情報共有等を行いながら支援を行うととも

に、不登校の状態にある障害児の家族に対する相談援助を丁寧に行う等、学校及び家庭と

の緊密な連携の下で支援を行うことを推進する。 

学校においては、放課後等デイサービスが不登校の状態にある障害児やその家族への支

援を行う場合に、情報連携や協働での対応など、緊密な連携をお願いする。 

なお、本加算の運用詳細は、別添２を参照されたい。 

 

（４）強度行動障害を有する児への支援の充実  

   強度行動障害児支援加算         ※児童発達支援・放課後等デイサービス 

居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援 

障害児入所施設（福祉型・医療型） 

 



    強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した職員が支援計画シート等に基づい

て標準的な支援（※）を行うことを推進する。幼児期・学童期等の支援に当たっては、福

祉と教育が、知的障害、発達障害の特性に応じて、共通の理解に基づき連携して一貫した

支援を行うことや、障害特性のアセスメントや環境の調整に取り組むなど行動上の課題を

誘発させない支援を提供していくことが重要である。 

学校等においては、強度行動障害を有する児について、障害児支援利用計画と学校等が

作成する個別の教育支援計画との連動の下、包括的に教育・支援が進められるよう支援に

あたる事業所との緊密な連携をお願いする。 

なお、令和５年度より、都道府県が実施する、標準的な支援を学ぶ強度行動障害支援者

養成研修（基礎研修・実践研修）の受講対象者に特別支援学校教員等が含まれていること

から、都道府県及び指定都市（以下「都道府県等」という。）の教育委員会及び学校等にお

いては、当該研修への積極的な受講を推奨されたい。 

※強度行動障害を有する児への支援は、知的障害や発達障害の特性等の個人因子と、どの

ような環境で強度行動障害の状態が引き起こされているのかという環境因子もあわせて

アセスメントしていくことが重要となる。こうした個々の障害特性に応じて、環境要因

を調整していく支援を「標準的な支援」という。 

 

   集中的支援加算            ※児童発達支援・放課後等デイサービス 

障害児入所施設（福祉型・医療型） 

 

    自傷や他害等、本人や周囲に影響を及ぼす行動が非常に激しくなり、現状の生活を維持

することが難しくなった強度行動障害を有する児に対して、高度な専門性により地域を支

援する広域的支援人材（都道府県等が選定）が事業所等を訪問して、当該事業所等と共に、

個々の障害特性と生活環境をアセスメントし、個々の障害特性に応じた有効な支援方法の

整理と環境調整等を集中的に行うことで、当該児の状態の改善を図ることとしている。ま

た、集中的支援の実施後においても、地域において個々の障害特性に応じた支援が受けら

れる体制を構築することで、強度行動障害の状態を悪化させないための体制整備を図るこ

ととしている。 

    学校等においては、広域的支援人材が、生活の維持が困難になった強度行動障害を有す

る児に対する支援等を効果的に実施できるよう、広域的支援人材の求めがあった場合に学

校等での当該児の状況や支援内容等について個別の教育支援計画を活用した情報共有等を

お願いする。 

 

（５）インクルージョンの取組の推進 ※児童発達支援・放課後等デイサービス 

   保育・教育等移行支援加算 

    児童発達支援を利用する障害児の保育所や幼稚園等への移行に向けた取組や、放課後等

デイサービスを利用する障害児の放課後児童クラブや放課後こども教室への移行に向けた

取組を推進する。具体的には、児童発達支援や放課後等デイサービスの利用終了前の移行



予定先との協議や、利用終了後に、事業所の職員が、当該障害児の居宅等や、当該障害児

の移行先を訪問し、幼児・児童・生徒の支援内容等について共有を行うことを推進する。 

    学校等においては、移行前後の事業者との連携と、児童発達支援・放課後等デイサービ

スからの情報を踏まえた円滑な移行と切れ目ない教育・支援の提供をお願いする。 

 

（６）保育所等訪問支援の充実 

   効果的な支援の確保・促進 

    効果的な支援の確保・促進を図る観点から、保育所等訪問支援事業所は、訪問先の学校

等と連携して個別支援計画の作成・見直しを行うこととし、訪問先の学校等における効果

的な支援を促進する。また、保育所等訪問支援事業所は、おおむね 1年に 1回以上、自己

評価、保護者評価及び訪問先の学校等による評価の実施・公表を行うこととしており、こ

れらの評価を受けて支援の改善を図ることとしている。 

    学校等においては、保育所等訪問支援事業所による個別支援計画の作成・見直しに当た

っての連携や当該事業所への評価等への協力をお願いする。 

 

  ケアニーズ対応加算・多職種連携加算 

    保育所等訪問支援事業所に専門職員を配置し、ケアニーズの高い児童（重症心身障害児

等の著しく重度の障害児や医療的ケア児等）への支援を進め、インクルージョンを推進す

る。 

また、こどもの障害特性や状態に応じた適切な支援を行うために、職種の異なる複数人

のチームでの多職種連携による支援を推進する。 

    学校等においては、ケアニーズの高い児童への保育所等訪問支援事業所と連携した支援

の推進や、多職種のチームによる多角的なアセスメントや支援が必要な児童への保育所等

訪問支援の積極的な活用をお願いする。 

 

（７）地域生活に向けた支援の充実 ※障害児入所施設（福祉型・医療型） 

   移行支援計画の作成・移行支援関係機関連携加算 

    令和６年４月の児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 66号）の施行によ

り、障害児入所施設は原則 18歳未満、最長 22歳までの利用となり、障害児入所施設は、

15歳に達した入所児童について、移行支援計画を作成し、個々の状況に応じた丁寧かつ着

実な地域生活に向けた移行支援を推進することが求められている。また、同法の施行によ

り、都道府県等が、入所児童の地域生活への移行調整の責任主体であることが明確化され

たことを踏まえ、協議の場を開催し、入所児童の障害児入所施設から成人期の生活への円

滑な移行に向けた検討を行うこととされている。 

学校等においては、障害児入所施設が移行支援計画の作成・見直しの際に開催する移行

支援関係機関連携会議や、都道府県等が開催する協議の場に出席する等、障害児の移行支

援に関する連携や、学校等での支援内容等について個別の教育支援計画を活用した情報共

有等をお願いする。 



 

（８）相談支援の充実  ※障害児相談支援事業所 

   医療・保育・教育機関連携加算 

    障害児通所支援を利用する障害児については、「障害児支援利用計画」を作成し、その保

護者が市町村に対し申請を行うこととされており、当該計画の作成に当たっては、様々な

生活場面に沿って一貫した支援を提供すること、教育や医療等の関連分野に跨る個々のニ

ーズを反映させることが重要である。このため、障害児が利用する病院等、学校等との日

常的な連携体制を構築し、障害児の状態や支援方法の共有を行うことを推進する。 

学校等が作成する個別の教育支援計画と障害児相談支援事業所が作成する障害児支援利

用計画との連動の下、包括的に教育・支援を進めることが重要であり、学校等においては、

相談支援事業所との密な連絡調整の一層の推進をお願いする。 

 

２．教育分野における福祉との連携推進の取組 

教育分野においては、平成 30年８月に施行された学校教育法施行規則の一部を改正する省令

（平成 30年文部科学省令第 27号）により、特別支援学校に在学する幼児児童生徒、小・中学

校の特別支援学級の児童生徒、小・中学校及び高等学校等において通級による指導が行われて

いる児童生徒について、各学校が個別の教育支援計画を作成することとしているところである。

同省令においては、各学校が個別の教育支援計画を作成するに当たっては、当該児童生徒等又

は保護者の意向を踏まえつつ、医療、福祉、保健、労働等の関係機関等と当該児童生徒等の支

援に関する必要な情報の共有を図ることとしており、引き続き学校と関係機関等との個別の教

育支援計画を活用した情報の共有を促進することをお願いする。 

なお、この取組を実施するに当たっては、「教育と福祉の一層の連携等の推進について」（平

成 30年通知）において示している、教育と福祉の連携を推進するための方策（①教育委員会と

福祉部局、学校と障害児通所支援事業所等との関係構築の「場」の設置、②学校の教職員等へ

の障害のあるこどもに係る福祉制度の周知、③学校と障害児通所事業所等との連携の強化）及

び、「１．福祉分野における教育との連携推進の取組」の記述を参考として、一層の取組の促進

をお願いする。 

 

３．教育と福祉の連携を推進する予算事業 

国において、各自治体における教育と福祉の連携を推進する取組について補助事業（令和６

年度予算及び令和５年度補正予算）を行っており、積極的な活用をお願いする。なお、各事業

内容については別添３を参照すること。 

 

（１）こども家庭庁 

・地域障害児支援体制強化事業 

   児童発達支援センター等の中核的役割や機能の強化を図るとともに、地域全体で障害児に

提供する支援の質を高め、障害児の支援体制の強化を図る。各自治体の支援体制の整備を進

めるにあたっては、福祉部局（母子保健、子育て支援、障害福祉）と教育部局の相互連携に



配意いただくようお願いする。 

 

・地域支援体制整備サポート事業 

   本年４月に施行された改正児童福祉法（児童発達支援センターの機能強化等）を踏まえた

地域の障害児支援体制の強化等の取組が全国各地で進むよう、国や都道府県等による状況把

握や助言等の広域的支援を進めることにより、地域の支援体制の整備を促進する。都道府県

等においては、障害児支援と市町村の母子保健、教育等、こども施策関係部署との連携状況

等を把握するとともに、市町村の支援体制等について助言・援助等を行う際には、福祉部局

（母子保健、子育て支援、障害福祉）と教育部局の相互連携に配意いただくようお願いする。 

 

（２）文部科学省 

・家庭・教育・福祉の連携に関する調査研究事業 

   発達障害を含む障害のある児童生徒等への支援においては、学校と福祉関係機関等との連

携を行うことが重要であることから、学校や教育委員会と福祉関係機関等との連携について、

実態の把握や好事例の収集及び整理等を行い、先進事例等の横展開を図り、周知啓発を行う。 

 

（３）厚生労働省 

・家庭・教育・福祉連携推進事業 

   教育・福祉の連携を強化し、障害のあるこどもとその家族の地域生活の向上を図るため、

家庭・教育・福祉をつなぐ「地域連携推進マネジャー」を市町村に配置し、教育と福祉の連

携を推進するための方策として、教育委員会、福祉部局、学校、障害児通所支援事業所等の

関係構築の場を設置することや教育委員会や福祉部局による合同研修を実施する。 

 

・教育と福祉の連携を促進する要因調査と連携促進ツールの検討事業 

   発達障害をはじめ障害のあるこどもたちへの支援について、自治体の状況を把握し好事例

や課題を収集・整理することにより、全国における支援や行政分野を超えた切れ目ない連携

を推進する。 

 

４．教育福祉連携を推進する研修等 

「家庭と教育と福祉の連携『トライアングル』プロジェクト報告」（平成 30 年３月）を受け

て『発達障害ナビポータル（https://hattatsu.go.jp/）』が創設されている。発達障害のある

ご本人やご家族に向けた情報を中心に、その方々の暮らしを支える教育、医療、保健、福祉、

労働の各分野に携わる方々が、互いの思いや取組を十分に理解し、これまで以上に連携を強化

するための情報が掲載されている。 

  『発達障害ナビポータル』は、国立障害者リハビリテーションセンター（発達障害情報・支

援センター）と独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（発達障害教育推進センター）にお

いて共同運用されており、教育福祉連携のための研修ガイド・モデル研修動画として e ラーニ

ングコンテンツが無料公開されているので、活用されたい。 



 

※『発達障害ナビポータル』における教育福祉連携のための研修ガイド・モデル研修動画 

https://hattatsu.go.jp/supporter/training_video_distribution/education_and_welfare

_cooperation/model_training_video/ 

 

  また、国立障害者リハビリテーションセンター秩父学園においては、「発達や行動が気になる

お子さんを支援する支援者のサポート」を行っており、講師派遣による子どもの見立てや環境

設定、ケース検討会への参加や、支援者セミナーの実施や秩父学園での実習機会の提供を行っ

ているので、活用されたい。 

 

 ※発達や行動が気になるお子さんを支援する支援者へのサポート 

http://www.rehab.go.jp/chichibu/support/ 

 

５．障害児福祉計画を踏まえた関係機関の連携体制の構築 

都道府県及び市町村においては、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を

確保するための基本的な指針（平成 18年厚生労働省告示第 395号。以下「基本指針」という。）

に即して、令和６年度を始期とする第３期障害児福祉計画を定めることとされており、各自治

体において、支援ニーズを把握し、障害児支援の提供体制の確保や支援体制の充実に取り組ん

でいただくこととしている。 

基本指針においては、障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保

育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の

構築を図ることとされていることから、こうした体制の構築について、平成 30年通知における

「教育委員会と福祉部局、学校と障害児支援通所事業所等との関係構築の「場」の設置につい

て」を参考にしながら、各自治体において「連絡会議」などの機会を定期的に設けるなど、取

組を進められたい。 

 

６．学校と放課後等デイサービス事業所等の連携に関する好事例の横展開 

  文部科学省において平成 28年度から平成 30年度に実施した「放課後等福祉連携支援事業」

の成果報告について、令和４年度に事例集として取りまとめており、放課後等デイサービス事

業と学校の連携等の取組について掲載している。学校と障害児通所支援事業所等の連携に当た

っては、当該事例集を参考に、引き続き連携強化を図ること。 

 

※放課後等福祉連携支援事業の成果報告 

https://www.mext.go.jp/content/20230620-mext-tokubetu01-000030536_01.pdf 

 

７．参考資料 

 地域における教育と福祉の一層の連携等の推進については、下記の通知及び資料を参考にさ

れたい。 



 

（１）平成 30年３月 29日付け家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクトチーム

「家庭と教育と福祉の連携『トライアングル』プロジェクト報告 ～障害のある子と家族をも

っと元気に～」 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfi

le/2018/06/11/1405916_02.pdf 

 

（２）「教育と福祉の一層の連携等の推進について」（平成 30年５月 24日付け 30文科初第 357号

文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）（平成 30 年

通知） 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfi

le/2018/06/11/1405916_01.pdf 

 

（３）「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について」（平成 30年８月 27日付け 30   

文科初第 756号文部科学省初等中等教育局長通知） 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfi

le/2018/10/11/1409653_01.pdf 

 

（４）こども大綱（令和５年 12月 22日閣議決定） 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/f3e5eca9

-5081-4bc9-8d64-e7a61d8903d0/276f4f2c/20231222_policies_kodomo-taikou_21.pdf 

 

（５）こども未来戦略（令和 5年 12月 22日閣議決定） 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/fb115de8

-988b-40d4-8f67-b82321a39daf/b6cc7c9e/20231222_resources_kodomo-mirai_02.pdf 

 

（６）障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平

成 18年厚生労働省告示第 395号）（基本指針） 

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001114930.pdf 

 

（７）令和６年度障害福祉サービス等報酬改定・各種加算の概要 

  https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei 

 

 

【本件連絡先】 

こども家庭庁支援局障害児支援課 

TEL：03－6771－8030（内線 145） 

 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/06/11/1405916_01.pdf
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/06/11/1405916_01.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/f3e5eca9-
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/f3e5eca9-
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/fb115de8-988b-40d4-8f67-b82321a39daf/b6cc7c9e/20231222_resources_kodomo-mirai_02.pdf
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/fb115de8-988b-40d4-8f67-b82321a39daf/b6cc7c9e/20231222_resources_kodomo-mirai_02.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001114930.pdf


文部科学省初等中等教育局 

特別支援教育課支援総括係 

TEL：03－5253－4111（内線 3254） 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

地域生活・発達障害者支援室 発達障害者支援係 

TEL：03－5253－1111（内線 3045） 



令和６年度障害福祉サービス等報酬改定（障害児支援関係）
改定事項の概要（抜粋）

本資料は改定事項の概要をお示しするものであり、基準の解釈、加算の算定要件・留意事項等の詳細は、
関係の告示、通知、事務連絡等でご確認ください。

令和６年４月１日
こども家庭庁支援局障害児支援課

別添１



○ こどもと家族に対する包括的な支援を進める観点から、関係機関連携加算について、対象となる関係機関に医療機関や児童相談所等を

含めるとともに、個別支援計画作成時以外に情報連携を行った場合の評価を行う。

【現行】

関係機関連携加算（Ⅰ） ２００単位／回（月１回を限度）…①

関係機関連携加算（Ⅱ） ２００単位／回（１回を限度） …②

※①保育所や学校等との個別支援計画に関する会議を開催し、連

携して個別支援計画を作成等した場合

② 就学先の小学校や就職先の企業等との連絡調整を行った場合

単位数（新旧） 【改定後】

関係機関連携加算（Ⅰ） ２５０単位／回（月１回を限度）…①

関係機関連携加算（Ⅱ） ２００単位／回（月１回を限度）…②

関係機関連携加算（Ⅲ） １５０単位／回（月１回を限度）…③

関係機関連携加算（Ⅳ） ２００単位／回（１回を限度） …④

※①保育所や学校等との個別支援計画に関する会議を開催し、連携して個別支

援計画を作成等した場合

②保育所や学校等との会議等により情報連携を行った場合

③児童相談所、医療機関等との会議等により情報連携を行った場合

④就学先の小学校や就職先の企業等との連絡調整を行った場合

①関係機関連携加算【見直し】〔児童発達支援、放課後等デイサービス〕

２．（２）関係機関との連携の強化

○ 本加算は、こどもと家族に対する包括的な支援を進める観点から、障害児が日々通う保育所や学校等や、障害児の状況等により連携が必要な児童相

談所やこども家庭センター、医療機関等その他関係機関との情報共有や連絡調整などの連携を行った場合に算定するもの

【主な要件】

・あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得ること

・関係機関との日常的な連携体制の確保に努めること

・保育所や学校等との個別支援計画の作成又は見直しに関する会議を開催し、連携して個別支援計画を作成等すること（加算（Ⅰ））【現行どおり】

・保育所や学校等と児童の心身の状況や生活環境等の情報共有のための会議を開催又は参加し、情報共有・連絡調整を行うこと（加算（Ⅱ））【新】

・児童相談所、こども家庭センター、医療機関等と、情報共有のための会議を開催又は参加し、情報共有・連絡調整を行うこと（加算（Ⅲ））【新】

・就学先の小学校や就職先の企業等との連絡調整・相談援助を行うこと（加算（Ⅳ））【現行どおり】

○ 各加算の要件の会議については、要旨等について記録を行うこと。会議についてはオンラインの活用も可能とする

〇 加算（Ⅰ）と加算（Ⅱ）の同一月の算定は不可。加算（Ⅲ）については、個別サポート加算（Ⅱ）（要保護・要支援児童への支援の評価）を算定し

ている場合には、同加算で求める児童相談所等との情報連携に対しては算定しない

〇 多機能型事業所の場合、同一の児童に係る関係機関連携加算の算定は各サービスで合わせて月１回までとする

ポ イ ン ト

【参照法令等】
報酬告示：第１の１２の２（児発）、第３の１０の２（放デイ）

令和６年度報酬改定



○ こどもの自立に向けた支援を促進する観点から、こどもの状態等も踏まえながら、通所や帰宅の機会を利用して自立に向けた支援を計

画的に行った場合の評価を行う。

【現行】

なし

単位数（新旧）

【改定後】

通所自立支援加算 ６０単位／回（算定開始から３月を限度）

※ 学校・居宅等と事業所間の移動について、自立して通所が可能となるよう、職員が

付き添って計画的に支援を行った場合

①通所自立支援加算【新設】〔放課後等デイサービス〕

２．（３）将来の自立等に向けた支援の充実

○ 本加算は、指定放課後等デイサービス事業所において、障害児に対して、学校・居宅等と事業所間の移動について、自立して通所が可能となる

よう、職員が付き添って計画的に支援を行った場合に算定するもの

【主な要件】

・児童が公共交通機関等又は徒歩により放課後等デイサービスに通う際に、放課後等デイサービスの従業者が同行し、自立しての通所に必要な知識

等（※）を習得するための助言・援助等の支援を行うこと （※）移動経路、公共交通機関の利用方法、乗車中のマナー、緊急時の対応方法等

・あらかじめ児童及び保護者の意向を確認し、保護者の同意を得た上で、支援の実施及び個別に配慮すべき事項その他の支援を安全かつ円滑に実施

する上で必要となる事項について、個別支援計画に位置付けること

・児童の安全な通所のために必要な体制を確保した上で支援を行うこと

児童一人につき職員一人が個別的に支援を行うことを基本とするが、児童の状態に応じて安全かつ円滑な支援が確保される場合には、職員一人が

児童二人に支援を行うことも可能とする

・通所に係る支援の安全確保のための取組に関する事項について、安全計画に位置付け、職員に周知を図るとともに、研修等を行うこと

・加算対象児ごとの支援記録を作成すること

〇 重症心身障害児は対象とならない。また、同一敷地内の移動や、極めて近距離の移動などは対象とならない

〇 算定開始から３月（９０日）の間に行った通所に係る支援に限り、算定が可能。進学・進級、転居等の環境の変化により、改めて自立した通所に

つなげるために支援が必要と判断される場合には、改めて算定することが可能

ポ イ ン ト

【参照法令等】
報酬告示：第３の７の４（放デイ）
基準告示（270）８の４の６

令和６年度報酬改定



○ こどもの自立を見据えた支援を促進する観点から、高校生について、学校や地域との連携の下、学校卒業後の生活を見据えた支援を行

った場合の評価を行う。

【現行】

なし

単位数（新旧）

【改定後】

自立サポート加算【新設】 １００単位／回（月２回を限度）

※ 高校生（２年生・３年生に限る）について、学校卒業後の生活に向けて、学校や地域の企

業等と連携しながら、相談援助や体験等の支援を計画的に行った場合

②自立サポート加算【新設】〔放課後等デイサービス〕

２．（３）将来の自立等に向けた支援の充実

○ 本加算は、こどもの自立を見据えた支援を促進する観点から、進路を選択する時期である就学児に対して、学校卒業後の生活を見据えて、学校等
と連携しながら、相談援助や体験等の支援を計画的に行った場合に算定するもの

【対象となる児】進路を選択する時期にある就学児（高校２年生・３年生を基本とする）
【主な要件】

・児童の個別支援計画及び学校での取組内容を踏まえ、当該児が希望する進路を円滑に選択できるよう支援するための自立サポート計画を作成する
こと

・自立サポート計画に基づき、児童の適性・障害の特性に対する自己理解の促進に向けた相談援助や、必要となる知識技能の習得支援など、児童が
希望する進路を選択する上で必要となる支援を行うこと。その際、必要に応じて地域の商工会や企業等と連携すること
なお、これらの支援に当たっては、基本とされる総合的な支援の提供を確保した上で進めること
〔想定される取組〕

自己理解の促進に向けた相談援助：適正や障害特性の理解、現在や将来の課題などについて客観的な評価を交えた相談援助の実施 等
進路の選択に資する情報提供や体験機会の提供：働く意義や職種・業種の情報提供、事業所での作業体験、企業等での職業体験、

就労・進学等を経験している障害者による経験に基づく相談援助・講話等のピアの取組 等
必要な知識・技能を習得するための支援：生活や職場での基本的マナー、進路に必要な具体的な知識技能の習得支援

・計画に基づく支援の実施状況の把握を行うとともに、課題を把握し、必要に応じて計画の見直しを行うこと
・計画の作成・見直しに当たって、当該児童・保護者に説明するとともに、同意を得ること
・児童が在籍する学校との日常的な連携体制を確保し、自立サポート計画の作成・見直し、支援の実施において必要な連携を図ること（なお、連携

における会議等の実施について、関係機関連携加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）の算定を可能とする）
・対象児ごとの支援に関する記録を行うこと

ポ イ ン ト

【参照法令等】
報酬告示：第３の７の３（放デイ）
基準告示（270）：８の４の５
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○ 継続的に学校に通学できない児童（不登校児童）への支援の充実を図る観点から、通常の発達支援に加えて、学校との連携を図りながら

支援を行った場合の評価を行う。

【現行】

なし

単位数（新旧）

【改定後】

個別サポート加算（Ⅲ）【新設】 ７０単位／日

※不登校の状態にある障害児に対して、学校との連携の下、家族への相談援助等を含め、支援を行った

場合

①個別サポート加算（Ⅲ）【新設】〔放課後等デイサービス〕

３．（４）不登校児童への支援の充実

○ 本加算は、放課後等デイサービスにおいて、不登校の状態にある障害児について、学校及び家族等と緊密に連携を図りながら放課後等デイサービスを行った

場合に算定するもの

【対象となる児童】

・不登校の状態にある障害児とは、「何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくともできない状況にある

ため、長期間継続的もしくは断続的に欠席している児童（病気や経済的な理由による者は除く）」であって、学校と情報共有を行い、事業所と学校の間で、

緊密な連携を図りながら支援を行うことが必要と判断された児童とする

【主な算定要件】

・あらかじめ保護者の同意を得た上で、個別支援計画に位置づけて支援を行うこと。個別支援計画の作成に当たっては、学校と連携して作成を行うこと

・学校との情報共有を、対面又はオンラインで、月に1回以上行うこと。その要点について記録を行い学校に共有すること（当該連携について関係機関連携加

算(Ⅰ)(Ⅱ)の算定は不可）

・家族への相談援助（居宅への訪問、対面、オンラインいずれの方法でも可）を月に1回以上行うこと。障害児や家族の意向、状況の把握と、支援の実施状況

等の共有を行い、その要点について記録を行うこと（当該相談援助について家族支援加算の算定は不可）

・学校との情報共有において、障害児の不登校の状態について確認を行い、障害児等の状態や登校状況等を考慮した上で、学校と事業所との間で本加算による

支援の継続の要否について検討を行うこと（その結果、本加算による支援を終える場合であっても、その後の支援において学校との連携に努めること）

・市町村（教育担当部局又は障害児支援担当部局）から、家庭や学校との連携状況や、障害児への支援の状況等について確認があったときは、当該状況等につ

いて回答すること

ポ イ ン ト

4
【参照法令等】
報酬告示：別表第３の７（放デイ）
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○ 強度行動障害を有する児への支援を充実させる観点から、強度行動障害児支援加算について、支援スキルのある職員の配置や支援計画

の策定等を求めた上で、評価を充実する。

【現行】

強度行動障害児支援加算 155単位／日

※強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）を修了した職員を配置し、強

度行動障害を有する児（児基準20点以上）に対して支援を行った場合

単位数（新旧）

【改定後】

強度行動障害児支援加算 200単位／日

（加算開始から90日以内の期間は、さらに＋500単位／日）

※強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した職員を配置し、強

度行動障害を有する児（児基準20点以上）に対して、支援計画を作成し

当該計画に基づき支援を行った場合

①児童発達支援の強度行動障害児支援加算【見直し】〔児童発達支援〕

３．（２）強度行動障害を有する児への支援の充実

○ 本加算は、指定児童発達支援事業所又は共生型児童発達支援事業所が強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置し、強度行動障害を有

する児に対し、当該修了者が支援計画シートを作成した上、従業者が支援計画シートに基づいた支援を行った場合に算定するもの

【対象となる児】

・強度行動障害を有する児（児基準２０点以上）

【主な要件】

・実践研修修了者を１以上配置（常勤換算でなく単なる配置で可。児発管でも可）し、支援計画シートを作成

※対象児が他の通所支援事業所も利用している場合、当該事業所と情報交換を行って進めるよう努めること

・配置基準上の従業者による支援計画シートに基づく支援（基礎研修修了者が支援を行う場合にあっては、実践研修修了者が原則２回の支援ごとに１

回以上の頻度で、当該児の観察及び支援計画シートに基づき支援が行われていることを確認すること、その他の従業者が行う場合にあっては、これ

に加えて、日々の支援内容について実践研修修了者又は基礎研修修了者に確認した上で支援を行うこと）

・共生型児童発達支援事業所については、児童発達支援管理責任者を置いている場合にのみ算定可能とする

○ 改定後の加算の算定を開始した日から起算して90日以内の期間はさらに500単位を加算することができる。これは、初期段階には当該児童に対して

手厚い支援を要するためであり、当該期間中において、加算対象となる障害児に応じた環境調整・支援計画シートに基づいた支援を適切に行うこと

○ 支援計画シートについては、３月に一回程度の頻度で見直しを行うこととする

ポ イ ン ト

5

【参照法令等】
報酬告示：別表第１の８の２（児発）
基準告示（２７０）：１の７（対象）、１の８（支援）

要・市町村による児の判定 ／ 要・都道府県への基準適合の届出
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○ 強度行動障害を有する児への支援を充実させる観点から、強度行動障害児支援加算について、支援スキルのある職員の配置や支援計画
の策定等を求めた上で、評価を充実するとともに、専門人材の支援の下、行動障害の状態がより強い児に対して支援を行った場合の評価
の見直しを行う。

【現行】

強度行動障害児支援加算 155単位／日 

※強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）を修了

した職員を配置し、強度行動障害を有する児（児

基準20点以上）に対して支援を行った場合

単位数（新旧） 【改定後】

強度行動障害児支援加算(Ⅰ)（児基準20点以上） 200単位／日…①

強度行動障害児支援加算(Ⅱ)（児基準30点以上） 250単位／日…②

（加算開始から90日以内の期間は、さらに＋500単位／日）

※➀強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した職員を配置し、強度行動障害を有す

る児（児基準20点以上）に対して、支援計画を作成し当該計画に基づき支援を行った場合

②強度行動障害支援者養成研修（中核的人材養成研修）を修了した職員を配置し、強度行動

障害を有する児（児基準30点以上）に対して、支援計画を作成し当該計画に基づき支援を

行った場合

②放課後等デイサービスの強度行動障害児支援加算【見直し】〔放課後等デイサービス〕

３．（２）強度行動障害を有する児への支援の充実

○ 加算Ⅰは、指定放課後等デイサービス事業所又は共生型放課後等デイサービス事業所が強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置し、強度行

動障害を有する児に対し、当該修了者が支援計画シートを作成した上、配置基準上の従業者が支援計画シートに基づいた支援を行った場合に算定するもの。

【対象となる児】強度行動障害を有する児（児基準２０点以上）

【主な要件】

・実践研修修了者を１以上配置（常勤・常勤換算でなく単なる配置で可。児発管でも可）し、支援計画シートを作成…①

・配置基準上の従業者による支援計画シートに基づく支援（基礎研修修了者が支援を行う場合にあっては、実践研修修了者が原則２回の支援ごとに当該児の

観察及び支援計画シート等に基づき支援が行われていることを確認すること、その他の従業者が行う場合にあっては、これに加えて、日々の支援内容につ

いて実践研修修了者又は基礎研修修了者に確認した上で支援を行うこと）…②

・共生型放課後等デイサービス事業所については、児童発達支援管理責任者を置いている場合のみ算定可能とする…③

○ 加算Ⅱは、強度行動障害支援者養成研修（中核人材）修了者を配置し、強度行動障害を有する児に対し、当該修了者が支援計画シート等の作成に係る助言

を行い、当該修了者又は実践研修修了者が助言を踏まえた支援計画シートを作成した上、配置基準上の従業者が当該児に対して支援計画シートに基づいた支援

を行った場合に算定するもの

【対象となる児】強度行動障害を有する児（児基準３０点以上）

【主な要件】・①～③に加え、中核的人材研修修了者の配置（常勤換算でなく単なる配置で可。児発管でも可）、中核的人材研修修了者による助言

○ 改定後の加算の算定を開始した日から起算して90日以内の期間はさらに500単位を加算することができる。これは、初期段階には当該児童に対して手厚い

支援を要するためであり、当該期間中においては、加算対象となる障害児に応じた環境調整・支援計画シートに基づいた支援を適切に行うこと

〇 支援計画シートについては、３月に一回程度の頻度で見直しを行うこととする

ポ イ ン ト 要・市町村による児の判定
要・都道府県への基準適合の届出

【参照法令等】報酬告示：別表第３の６の２（放デイ） 基準告示（２７０）：８の２（対象）、８の３（支援）     
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○ 強度行動障害を有する児の受入促進と支援体制の充実を図る観点から、強度行動障害の支援スキルのある訪問支援員が専門的な支援を

行う場合の評価を行う。

④強度行動障害児支援加算【新設】〔居宅訪問型児童発達支援・保育所等訪問支援〕

３．（５）居宅訪問型児童発達支援の充実／５．（２）保育所等訪問支援の充実

【現行】

なし

単位数（新旧）

【改定後】

強度行動障害児支援加算【新設】  200単位／日

※強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した職員を配置し、強度行動障害を有する児（

児基準20点以上）に対して、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修又は実践研修）を修了した

職員が支援を行った場合（支援計画を作成し当該計画に基づき支援）

○ 本加算は、指定居宅訪問型児童発達支援事業所（指定保育所等訪問支援事業所）が強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置し、強度

行動障害を有する児に対し、当該修了者が支援計画シートを作成した上、当該修了者又は強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が支援計画シ

ートに基づいた支援を行った場合に算定するもの

【対象となる児】

・強度行動障害を有する児（児基準２０点以上）

【主な要件】

・実践研修修了者の配置（児発管でも可）。実践研修修了者による支援計画シート等の作成

※対象児が他の通所支援事業所も利用している場合、当該事業所と情報交換を行って進めるよう努めること

・実践研修修了者又は基礎研修修了者による支援計画シート等に基づく支援（基礎研修修了者が支援を行う場合にあっては、実践研修修了者が１月に

１回以上当該児の観察及び支援計画シート等に基づき支援が行われていることを確認（訪問して行うことが望ましいが、オンラインや記録等による

ことも可）すること

○ 支援計画シートについては、３月に一回程度の頻度で見直しを行うこと

ポ イ ン ト 要・市町村による児の判定
要・都道府県への基準適合の届出（支援の基準適合）

【参照法令等】
報酬告示：別表第４の１の５（居宅訪問型児発）、別表第５の１の７（保育所等訪問支援）
施設基準告示（２６９）
基準告示（２７０）１０の２の３（居宅・対象児）、１０の２の４（居宅・支援）、１０の８（保育所等・対象児）、１０の９（保育所等・支援）
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【改定後】
強度行動障害児特別支援加算(Ⅰ)（児基準20点以上） 390単位／日
強度行動障害児特別支援加算(Ⅱ)（児基準30点以上） 781単位／日

（加算開始から90日以内の期間は、さらに+700単位/日）
※強度行動障害を有する児への支援を行う体制・設備を有する入所施設において、強度行動

障害を有する児（児基準20点以上）に対して支援を行う場合
＜体制＞医師、心理担当職員を配置。対象児４人につき児童指導員１加配。強度行動障害支

援者養成研修（実践研修）を修了した職員を配置（支援計画を作成し当該計画に基
づき支援）。加算(Ⅱ)は、同（中核的人材養成研修）を修了した職員を配置。

＜設備＞居室は原則個室。児が興奮時に落ち着くための空間・設備を設ける

①強度行動障害児特別支援加算【見直し】〔福祉型障害児入所、医療型障害児入所 〕

６．（３）支援ニーズの高い児への支援の充実

〇 強度行動障害を有する児の受入促進と支援体制の充実を図る観点から、強度行動障害児特別支援加算について、体制・設備の要件につい
て、標準的な支援を行う上で必要な内容に整理するとともに、評価の見直しを行う。加えて、行動障害の状態がより強い児への支援につい
て、専門人材の配置や支援計画策定等のプロセスを求めた上で、評価の見直しを行う。

【現行】
強度行動障害児特別支援加算 781単位／日
（加算開始から90日以内の期間は、さらに+700単位/日）
※強度行動障害を有する児への支援を行う体制・設備を有する入

所施設において、強度行動障害を有する児（児基準20点以上）
に対して支援を行う場合（３年間を限度）

＜体制＞医師、心理担当職員を配置。対象児２人につき児童指導員
１加配。強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了し
た職員を配置（支援計画を作成し当該計画に基づき支援）

＜設備＞居室は原則個室。行動改善室等の必要な設備を設ける

○ 加算Ⅰは、指定障害児入所施設等が強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を配置し、強度行動障害を有する児に対し、当該修了者が支援計画シ
ートを作成した上、配置基準上の従業者が支援計画シートに基づいた支援を行った場合に算定するもの

【対象となる児】強度行動障害を有する児（児基準２０点以上）
【主な要件】

・居室は原則個室。児が興奮時に落ち着くための空間・設備を設けること（専用の別室ではなく施設の一角を活用することも可）
・医師及び心理担当職員を配置するとともに、対象児４人につき児童指導員１以上を加配
・実践研修修了者の配置（常勤換算でなく単なる配置で可。児発管でも可）。実践研修修了者による支援計画シートの作成
・配置基準上の従業者による支援計画シートに基づく支援（基礎研修修了者が支援を行う場合にあっては、実践研修修了者が週に３日以上の頻度で当該児の

観察及び支援計画シート等に基づき支援が行われていることを確認すること、その他の従業者が行う場合にあっては、これに加えて、日々の支援内容につ
いて実践研修修了者又は基礎研修修了者に確認した上で支援を行うこと）

○ 加算Ⅱは、強度行動障害支援者養成研修（中核人材）修了者を配置し、強度行動障害を有する児に対し、当該修了者が支援計画シート等の作成に係る助言
を行い、当該修了者又は実践研修修了者が助言を踏まえた支援計画シートを作成し、配置基準上の従業者が当該児に対して支援計画シートに基づいた支援を行
った場合に算定するもの

【対象となる児】強度行動障害を有する児（児基準３０点以上）
【主な要件】・加算Ⅰの要件に加え、中核的人材研修修了者の配置（常勤換算でなく単なる配置で可。児発管でも可）

・中核的人材研修修了者が週に１回以上の頻度で状況の確認及び助言を行うこと

○ 加算の算定を開始した日（改定前の加算を既に算定している場合にはその開始日）から起算して90日以内の期間はさらに700単位を加算することができる
。これは、初期段階には当該児童に対して手厚い支援を要するためであり、当該期間中においては、加算対象となる障害児に応じた環境調整・支援計画シート
に基づいた支援を適切に行うこと

〇 支援計画シートについては、３月に一回程度の頻度で見直しを行うこととする

ポ イ ン ト

単位数（新旧）

【参照法令、通知、事務連絡等】
報酬告示（123）：第１の１の注７（福祉型）、第２の１の注５の２（医療型）
施設基準（269）：14（福祉型）、18の３（医療型）
基準（270）：13・13の２（福祉型：支援）、14（福祉型：対象児）、17の３・17の4（医療型：支援）、17の5（医療型：対象児）

要・都道府県への基準適合の届出 ／ 要・都道府県の対象児の判定

令和６年度報酬改定



○ 状態が悪化した強度行動障害を有する児者に対し、高度な専門性により地域を支援する広域的支援人材が、事業所等を集中的に訪問等
（情報通信機器を用いた地域外からの指導助言も含む）し、適切なアセスメントと有効な支援方法の整理を事業所等とともに行い、環境調
整を進めることを評価する加算を創設する。

③集中的支援加算【新設】〔児童発達支援・放課後等デイサービス〕

３．（２）強度行動障害を有する児への支援の充実

【現行】

なし

単 位 数 （ 新 旧 ）
【改定後】

集中的支援加算【新設】 1000単位／日

※ 強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合に、広域的支援人材が指定障害者支援施設、共同生活援助事

業所等を訪問し、集中的な支援を行った場合、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算

〇 本加算は、強度行動障害を有する児の状態が悪化した場合に、高度な専門性を有する広域的支援人材を障害児通所支援事業所に訪問等させ、集中的な支援
を行った場合に算定するもの

【対象となる児】強度行動障害を有する児（児基準２０点以上）であって、状態が悪化して障害児通所支援の利用や日常生活の維持が困難な状態となっている
児（申請に基づき市町村が判定）

【主な要件】
・広域的支援人材（※）を事業所に訪問させ、又はオンライン等を活用して、広域的支援人材が中心となって、対象となる児に対して集中的支援を行うこと

（※）強度行動障害を有する児者の支援に関して高度な専門性を有すると都道府県（政令市・児相設置市含む）が認めた者であって地域において支援を行う
ものをいう（都道府県において、中核的支援人材研修の講師や発達障害者支援地域マネジャー等から選定し、名簿を作成）

・「集中的支援」については、①広域的支援人材が対象となる児及び事業所のアセスメントを行った上で、広域的支援人材と事業所が共同し、対象児の状態
・状況の改善に向けた環境調整その他の必要な対応・支援を短期間で集中的に実施するための集中的支援実施計画（事業所全体の支援の進め方の計画）を
作成し、②事業所において、広域的支援人材の助言援助を受けながら、集中的支援実施計画及び個別支援計画（実践研修修了者を配置している場合は併せ
て支援計画シート等）に基づき支援を実施すること

・広域的支援人材から、訪問又はオンライン等の活用により、対象となる児への支援が行われる日及び随時に、対象児の状況や支援内容の確認を受けるとと
もに、事業所への助言援助を受けること（なお、本加算の算定は、対象児に支援を行う時間帯に、広域的支援人材から訪問又はオンライン等を活用して助
言援助等を受けた日に行うものとする）

・集中的支援実施計画について、広域的支援人材と共同し、概ね１月に１回以上の頻度で見直しを行うこと
・対象児の状況及び支援内容について記録を行うこと
・集中的支援を実施すること及びその内容について、保護者に説明し、同意を得ること
・広域的支援人材に対して、本加算を踏まえた適切な額の報酬を支払うこと
・対象児が複数の事業所を併用している場合にあっては、これらの事業所とも連携し集中的支援実施計画の作成や支援を行うこと。なお、複数事業所がそれ

ぞれ広域的支援人材の助言援助を受けて支援を行う場合には、それぞれが本加算を取得することを可能とする
・支援にあたっては対象児の障害児相談支援事業所とも緊密に連携すること（セルフプランの場合には市町村において速やかに相談支援につなげること）

〇 本加算については、市町村が事業所から集中的支援実施の申請を受け、実施の必要性を検討し、都道府県が広域的支援人材の名簿（都道府県が予め作成・
共有）から広域的支援人材を選定し、その派遣を調整する枠組みを構築して、運用するものとする。広域的支援人材は、支援終了後に集中的支援の実施報告
書を市町村及び都道府県に提出するものとする（「状態の悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援の実施に係る事務手続等について」（令和６年
３月19日付こども家庭庁障害児支援課長・厚生労働省障害福祉課長通知）参照）

〇 強度行動障害児支援加算との併算定は可能

ポ イ ン ト

【参照法令等】 報酬告示：別表第１の８の３（児発）、別表第３の６の３（放デイ） 基準告示（２７０）１の９（児発・対象）、８の３の２（放デイ・対象）

要・市町村による児の判定

令和６年度報酬改定

※市町村と都道府県が連携して運用



○ 状態が悪化した強度行動障害を有する児者に対し、高度な専門性により地域を支援する広域的支援人材が、事業所等を集中的に訪問等
（情報通信機器を用いた地域外からの指導助言も含む）し、適切なアセスメントと有効な支援方法の整理を事業所等とともに行い、環境調
整を進めることを評価する加算を創設する。

【現行】

なし

単 位 数 （ 新 旧 ）
【改定後】

集中的支援加算【新設】
集中的支援加算（Ⅰ） 1000単位／日
※ 強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合に、広域的支援人材が指定障害者支援施設、共同生活援助事業所

等を訪問し、集中的な支援を行った場合、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加える
集中的支援加算(Ⅱ) 500単位／日
※ 指定短期入所事業所、指定障害者支援施設、指定共同生活援助事業所又は指定障害児入所施設が、集中的な支援が

必要な利用者を他の指定障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に対して集中
的な支援を行った場合、３月以内の期間について、１日につき所定単位数を加算する。

※ロの集中的支援加算(Ⅱ)を算定する場合は、イの集中的支援加算(Ⅰ)も算定可能。

＜集中的支援加算（Ⅰ）＞
〇 本加算は、強度行動障害を有する児の状態が悪化した場合に、高度な専門性を有する広域的支援人材を障害児入所支援施設に訪問等させ、集中的な支援を
行った場合に算定するもの

【対象となる児】強度行動障害を有する児（児基準２０点以上）であって、状態が悪化して日常生活の維持が困難な状態となっている児
（申請に基づき都道府県が判定）

【主な要件】
・広域的支援人材（※）を事業所に訪問させ、又はオンライン等を活用して、広域的支援人材が中心となって、対象となる児に対して集中的支援を行うこと

（※）強度行動障害を有する児者の支援に関して高度な専門性を有すると都道府県（政令市・児相設置市含む）が認めた者であって地域において支援を行う
ものをいう（都道府県において、中核的支援人材研修の講師や発達障害者支援地域マネジャー等から選定し、名簿を作成）

・「集中的支援」については、①広域的支援人材が対象となる児及び施設のアセスメントを行った上で、広域的支援人材と施設が共同し、対象児の状態・状
況の改善に向けた環境調整その他の必要な対応・支援を短期間で集中的に実施するための集中的支援実施計画（施設全体の支援の進め方の計画）を作成し
、②施設において、広域的支援人材の助言援助を受けながら、集中的支援実施計画及び個別の入所支援計画（実践研修修了者を配置している場合は併せて
支援計画シート等）に基づき支援を実施すること

・広域的支援人材から、訪問又はオンライン等の活用により、対象児の状況や支援内容の確認を受けるとともに、助言援助を受けること（なお、本加算の算
定は、広域的支援人材から訪問又はオンライン等を活用して助言援助等を受けた日に行うものとする）

・対象児の状況及び支援内容について、広域的支援人材に概ね週１回以上の頻度で情報共有を行うこと
・集中的支援実施計画について、広域的支援人材と共同し、概ね月に１回以上の頻度で見直しを行うこと
・対象児の状況及び支援内容について記録を行うこと。
・集中的支援を実施すること及びその内容について、保護者に説明し、同意を得ること
・広域的支援人材に対して、本加算を踏まえた適切な額の報酬を支払うこと

〇 本加算については、都道府県が施設から集中的支援実施の申請を受け、実施の必要性を検討し、広域的支援人材の名簿（都道府県が予め作成・共有）から
広域的支援人材を選定し、その派遣を調整する枠組みを構築して、運用するものとする。広域的支援人材は、支援終了後に集中的支援の実施報告書を都道府
県に提出するものとする（（「状態の悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援の実施に係る事務手続等について」（令和６年３月19日付こども家
庭庁障害児支援課長・厚生労働省障害福祉課長通知）参照）

〇 強度行動障害児特別支援加算との併算定は可能

ポ イ ン ト 要・都道府県による児の判定

②集中的支援加算【新設】〔福祉型障害児入所支援施設・医療型障害児入所支援施設〕

６．（３）支援ニーズの高い児への支援の充実

（次頁に続く）

令和６年度報酬改定



②集中的支援加算【新設】〔福祉型障害児入所施設・医療型障害児入所施設〕

６．（３）支援ニーズの高い児への支援の充実

＜集中的支援加算（Ⅱ）＞
〇 本加算は、指定障害児入所施設において、集中的な支援が必要な利用者を他の施設等から受け入れ、当該利用者に対して集中的な支援を行った場合に算定
するもの

【対象となる児】強度行動障害を有する児（児基準２０点以上）であって、状態が悪化して日常生活の維持が困難な状態となっている児
（申請に基づき都道府県が判定）

【主な要件】
・集中的支援を提供できる体制を備えているものとして都道府県が認めた施設であること

※都道府県において、実践研修修了者を配置（常勤専従でなく単なる配置で可）し支援計画シート等による支援を実施する体制・実績がある施設を選定し
名簿を作成。強度行動障害児特別支援加算（Ⅰ）を算定可能な施設を基本とする

・広域的支援人材の支援を受けながら、施設の実践研修修了者が中心となって、対象となる児を他施設等から受け入れて集中的支援を行うこと
※広域的支援人材の支援については、加算（Ⅰ）にある集中的支援実施計画の作成、助言援助等と同様。当該支援に関しては加算（Ⅰ）の算定が可能
※集中的支援は、集中的支援実施計画に基づくとともに、強度行動障害児特別支援加算の要件に適合する支援を行うこと（設備・加配、支援計画シートに

基づく支援の実施等）
※実践研修修了者は、対象となる児の状況や支援の内容等について、広域的支援人材に月１回以上、適時に情報共有を行うこと

・集中的支援の後に対象児が生活・利用する予定の施設・事業所に対する支援の方針（児の状況等の共有、環境調整等の助言援助及び集中的支援終了時の引
継ぎ等）を集中的支援実施計画に位置付けるとともに、当該計画に基づき、広域的支援人材と連携しながら当該取組を行うこと。なお、広域的支援人材の
支援に関しては、加算（Ⅰ）の算定が可能

・集中的支援実施計画について、広域的支援人材と共同し、概ね月に１回以上の頻度で見直しを行うこと
・対象児の状況及び支援内容について記録を行うこと
・集中的支援を実施すること及びその内容について、保護者に説明し、同意を得ること

〇 本加算については、市町村（入所の場合は都道府県）が事業所等から集中的支援実施の申請を受け、実施の必要性を検討し、都道府県が広域的支援人材の
名簿（都道府県が予め作成・共有）から広域的支援人材を選定し、その派遣を調整する枠組みを構築して、運用するものとする。広域的支援人材は、支援終
了後に集中的支援の実施報告書を市町村及び都道府県に提出するものとする（「状態の悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援の実施に係る事務
手続等について」（令和６年３月19日付こども家庭庁障害児支援課長・厚生労働省障害福祉課長通知）参照）

○ 集中的支援の後は元の事業所・施設等に戻ることを基本としつつ、在宅の場合や対応が困難と考えられる場合は、あらかじめ市町村と都道府県が連携しな
がら、集中的支援の終了までの間に可能な限り速やかに、集中的支援の後に対象児が生活・利用する事業所・施設等の確保を行うこと

〇 強度行動障害児特別支援加算との併算定は可能（併算定して実施することを基本とする）

【参照法令等】 報酬告示：別表第１の８の３（児発）、別表第３の６の３（放デイ） 基準告示（２７０）１の９（児発・対象）、８の３の２（放デイ・対象）

令和６年度報酬改定



○ 保育所等への移行に向けた取組を推進する観点から、保育・教育等移行支援加算について、保育所等への移行前の移行に向けた取組等

についても評価を行う。

【現行】

保育・教育等移行支援加算 ５００単位／回（１回を限度）

※ 障害児が地域において保育・教育等を受けられるよう支

援を行うことにより、通所支援事業所を退所して保育所等

に通うことになった場合（退所後に居宅等を訪問して相談

援助を行った場合）

単位数 （新旧） 【改定後】

保育・教育等移行支援加算

・退所前に移行に向けた取組（※）を行った場合

５００単位／回（２回を限度）

（※）移行先への助言援助や関係機関等との移行に向けた協議等

・退所後に居宅等を訪問して相談援助を行った場合

５００単位／回（１回を限度）

・退所後に保育所等を訪問して助言・援助を行った場合

５００単位／回（１回を限度）

５．（１）児童発達支援・放課後等デイサービスにおけるインクルージョンに向けた取組の推進

②保育・教育等移行支援加算【見直し】〔児童発達支援・放課後等デイサービス〕

○ 本加算は、指定児童発達支援事業所等が、障害児に対して、地域において保育・教育等を受けられるよう支援を行ったことにより、当該障害児が指定児童

発達支援事業所等を退所して、保育所等（移行先施設）に通うことになった場合であって、

➀退所前６か月以内に、移行先施設との間で、退所後の生活に向けた会議を開催し、又は移行先施設に訪問して退所後の生活に関して助言援助等（保育・教

育等移行支援）を行った場合（２回を限度）

②退所後３０日以内に、障害児の居宅等を訪問して相談援助を行った場合（１回を限度）

③退所後３０日以内に、移行先施設を訪問して移行先施設に助言・援助等を行った場合（１回を限度）

に算定するもの

【主な要件】

・障害児及び家族の意向や課題を把握し、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得た上で、個別支援計画に位置付けて計画的に実施すること

・退所前の保育・教育等移行支援については、移行先施設との間で、こどもや家族の状況や課題の共有を行うとともに、会議においては、移行に向けて必要

な取組等の共有や連携調整などを行うこと。また、助言援助においては、必要な環境調整や支援方法の伝達などを行うこと

・退所後の居宅等を訪問しての相談援助においては、障害児又はその家族等に対して、移行後の生活における課題等に関して相談援助を行うこと

・退所後の移行先施設を訪問しての助言援助においては、移行先施設に対して、移行後の生活における課題等に関して助言・援助を行うこと

・それぞれについて、支援の要点に関する記録を行うこと

○ 本加算は、退所前の移行支援については退所日に、また、退所後の支援については実施日（訪問日）に算定すること

〇 関係機関連携加算や保育所等訪問支援などで評価した行為については、本加算は算定されない

〇 退所して病院等へ入院する場合、他の社会福祉施設等へ入所する場合、小中高に進学して学校に入学する場合は本加算は算定できない

ポ イ ン ト

【参照法令等】報酬告示：第１の１２の４（児発）、第３の１０の３（放デイ）

令和６年度報酬改定



〇 運営基準において、事業者に対して、個別支援計画について、保育所や学校等の訪問先と連携して作成・見直しを行うことを求める。

〇 訪問支援時間に下限を設定し、３０分以上とすることを求める。

〇 訪問先施設の職員に対するフィードバックやカンファレンス、関係機関との連携等において、オンラインの活用を推進する。

①効果的な支援の確保・促進（訪問先と連携した個別支援計画の作成、支援時間の下限の設定等）〔保育所等訪問支援〕

５．（２）保育所等訪問支援の充実

【新設】

〇児童発達支援管理責任者は、保育所等訪問支援計画の作成に当たっては、（中略）障害児に対する指定児童発達支援の提供に当たる担当者及び当該障害児に

係る訪問先施設の担当者等を招集して行う会議を開催し、児童発達支援計画の原案について意見を求めるものとする。（第79条により準用される第27条第

５項）

運 営 基 準

（訪問先と連携した個別支援計画の作成）

〇 本基準は、効果的な支援を確保・促進する観点から、児童発達支援管理責任者に対し、個別支援計画の作成に当たり、障害児に対する指定保育所

等訪問支援の提供に当たる担当者と当該障害児に係る訪問先施設の担当者等を招集して行う会議を開催し、当該個別支援計画について意見を求めるこ

ととしたもの。会議についてはオンラインを活用することが可

（支援時間の下限の設定）

〇 訪問支援の提供時間（個別支援計画に位置付けられた内容の支援を行うのに要する標準的な時間）を個別支援計画に定めることとし、その時間は

30分以上とする。30分未満の支援の設定については、周囲の環境に慣れるために支援の時間を短時間にする必要がある等の理由で市町村が認めた場

合に限り、算定可能とする。現に要した訪問支援の時間が30分未満となった場合については、基本報酬を算定しないことを基本とするが、障害児又

は訪問先施設の事情による場合には算定を可能とする。なお、個別支援計画に定めた支援の内容や提供時間が、実際の支援の提供と合致しない場合に

は、速やかに個別支援計画の見直し・変更を行うことを求める

（オンラインの活用の推進）

〇 訪問先施設の職員に対するフィードバックやカンファレンスについて、業務効率化の観点から、オンラインで行うことも推奨する（「保育所等訪

問支援ガイドライン」においてお示しする予定（令和６年度早期に作成・発出予定））。関係機関連携加算（新設）において、会議をオンラインで行

うことも可とするとともに、家族支援加算（見直し）において、オンラインでの実施について新たに評価を行う

ポ イ ン ト

※児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）

【参照法令等】
基準省令：第79条により準用される第27条第５項 報酬告示：第５の１の注２

令和６年度報酬改定



〇 効果的な支援を確保・促進する観点から、運営基準において、事業所に対して、自己評価、保護者評価及び訪問先評価の実施・公表を

求めるとともに、未実施の場合の報酬の減算を設ける。なお、未実施減算については、１年の経過措置期間を設ける。

③自己評価・保護者評価・訪問先評価の導入〔保育所等訪問支援〕

【新設】

〇指定保育所等訪問支援事業者は、その提供する指定保育所等訪問支援の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。（第79条により準用され

る第26条第５項・新設）

〇指定保育所等訪問支援事業者は、前項の規定により、その提供する指定保育所等訪問支援の質の評価及び改善を行うに当たっては、次に掲げる事項について

、自ら評価（自己評価）を行うとともに、当該指定保育所等訪問支援事業者を利用する障害児の通所給付決定保護者による評価（保護者評価）及び当該事業

所の訪問支援員が当該障害児に対して保育所等訪問支援を行うに当たって訪問する施設による評価（訪問先施設評価）を受けて、その改善を図らなければな

らない。（同第６項・新設）

〇指定保育所等訪問支援事業者は、おおむね１年に１回以上、自己評価、保護者評価及び訪問先施設評価並びに前項に規定する改善の内容を、保護者及び訪問

先施設に示すとともに、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。（同第７項・新設）

運 営 基 準

〇 本基準は、効果的な支援を確保・促進する観点から、指定保育所等訪問支援事業者に対して、自己評価・保護者評価・訪問先評価の実施を求め、
これらの実施に当たっては、指定保育所等訪問支援事業所の従業者による評価を受けた上で自己評価を行うとともに、当該事業所を利用する障害児の
保護者による評価（保護者評価）、当該事業所が訪問する施設による評価（訪問先施設評価）を受けてその改善を図らなければならないこととしたもの

〇 また、指定保育所等訪問支援事業者は、おおむね１年に１回以上、自己評価・保護者評価・訪問先施設評価の内容及びこれらの評価を受けて行う
改善の内容について、保護者・訪問先施設に示すとともに、インターネットの利用等により公表しなければならないこととしたもの

〇 自己評価等の実施・公表が行われていない事業所については、基本報酬について８５％を算定（１５％を減算）するもの

〇 公表については、インターネットの利用その他の方法により広く公表すること。公表方法及び公表内容を都道府県に届け出ること。なお、減算の
施行は令和７年度からとなる

〇 自己評価・保護者評価・訪問先評価の参考様式や実施手順については「保育所等訪問支援ガイドライン」でお示しする予定（令和６年度早期に作成
・発出予定）

ポ イ ン ト

※児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）

５．（２）保育所等訪問支援の充実

【現行】

なし

【改定後】

自己評価等未公表減算 所定単位数の８５％を算定

※ 保育所等訪問支援に義務付けられている自己評価等の実施・公表が未実施の場合

（令和７年４月１日から適用）

単位数（新旧）

【参照法令等】
運営基準：第79条により準用される第26条第５・６・７項 報酬告示：第５の１の注２（４）

要・都道府県への基準適合の届出

令和６年度報酬改定



○ ケアニーズの高い児のインクルージョンを推進していく観点から、保育所等訪問支援において、重症心身障害児等の著しく重度の障害
児や医療的ケア児へ支援を行った場合の評価を行う。

【現行】
なし

単位数（新旧）

【改定後】

ケアニーズ対応加算【新設】 １２０単位／日

※訪問支援員特別加算の対象となる職員を配置し、重症心身障害児等の著しく重度の障害児や

医療的ケア児に対して支援を行った場合

⑤ケアニーズ対応加算【新設】〔保育所等訪問支援〕

５．（２）保育所等訪問支援の充実

○ 本加算は、著しく重度の障害児又は医療的ケア児に対し、指定保育所等訪問支援事業所に訪問支援員特別加算の対象となる職員を配置

し、保育所等訪問支援を行った場合に算定するもの

【対象となる児】

①重症心身障害児

②身体に重度の障害がある児童（1級・2級の身体障害者手帳の交付を受けている障害児）

③重度の知的障害がある児童であること（療育手帳を交付されており、最重度又は重度であると判定をされている障害）

④精神に重度の障害がある児童（１級の精神障害者保健福祉手帳を交付されている障害児）

⑤医療的ケア児

〇 訪問支援員特別加算の対象となる職員が訪問支援を直接実施しなくても算定が可能であるが、この場合にあっては、当該職員が対象児

童への支援内容について、事前の確認や事後のフォローを行うなど、支援についてサポートを行うこと

ポ イ ン ト

【参照法令、通知、事務連絡等】
報酬告示：第５の１の６
基準告示（２７０）１０の７

要・市町村による児の判定

令和６年度報酬改定



〇 障害特性やこどもの状態に応じた適切な支援を行う観点から、職種の異なる複数人のチームでの多職種連携による支援についての
評価を行う。

【現行】

なし

単位数（新旧）

〇 本加算は、障害特性やこどもの状態に応じた適切な支援を行う観点から、異なる専門性を有する２以上の訪問支援員により支援を行った場合に、算定する
もの
【主な要件】
・２以上の複数人の訪問支援員により訪問支援を行うこと。複数人のうち1人は、訪問支援員特別加算を算定できる訪問支援員であること
・複数人の訪問支援員は、異なる専門性を有していること。具体的には、以下の①～⑦のうち、それぞれ異なるいずれかの資格・経験を有する訪問支援員で

あること
①保育士・児童指導員、②理学療法士、③作業療法士、④言語聴覚士、⑤看護職員、⑥児童発達支援管理責任者・サービス管理責任者・相談支援専門員、
⑦心理担当職員

・あらかじめ当該児童のアセスメントに基づき、多職種連携による支援の必要性と支援内容を個別支援計画に明記し、保護者の同意を得ること
・支援にあたる複数人が、支援の提供に要する時間を通じて滞在し、連携して支援を行うこと
・訪問支援を行った後、それぞれの職種の専門性の観点から記録を行うこと

〇 本加算は、月１回を限度として算定するものであるが、居宅訪問型児童発達支援の利用開始直後や状態の悪化等の場合、居宅訪問型児童発達支援計画策定
時や更新時など、障害特性やこどもの状態に応じた適切な支援を行う観点から、職種の異なる複数人が連携しての多角的なアセスメントや支援が求められる
で行われるタイミングで活用されることが望ましい

ポ イ ン ト

【改定後】

多職種連携支援加算【新設】 200単位/回（月１回を限度）

※訪問支援員特別加算の対象となる訪問支援員を含む、職種の異なる複数人で連携して訪問支援を行

った場合

③多職種連携支援加算【新設】〔居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援〕

３．（５）居宅訪問型児童発達支援の充実／５．（２）保育所等訪問支援の充実

【参照法令等】
報酬告示：別表第４の１の４（居宅訪問型児発）、別表第５の１の５（保育所等訪問支援）

要・都道府県への届出（人材の配置）

令和６年度報酬改定



〇 早期からの計画的な移行支援を促進する観点から、運営基準において、障害児入所施設に対し、15歳以上に達した入所児童について、

移行支援に係る個別の計画（移行支援計画）を作成し、同計画に基づき移行支援を進めることを求める

①移行支援計画の作成（基準）〔福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設〕

６．（１）地域生活に向けた支援の充実

【新設・一部改正】
（指定障害児入所施設等の一般原則）
〇指定障害児入所施設等は、入所給付決定保護者及び障害児の意向、障害児の適性、障害の特性その他の事情を踏まえた計画（入所支援計画）及び障害児（15
歳以上の障害児に限る。）が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、自立した日常生活又
は社会生活への移行について支援する上で必要な事項を定めた計画（移行支援計画）を作成し、これに基づき障害児に対して指定入所支援を提供するととも
に、その効果について継続的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより障害児に対して適切かつ効率的に指定入所支援を提供しなければならな
い。（第３条・見直し）

〇指定福祉型障害児入所施設は、入所支援計画及び移行支援計画に基づき、障害児の心身の状況等に応じて、その者の支援を適切に行うとともに、指定入所支
援の提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しなければならない。（第20条第１項・見直し）

〇指定福祉型障害児入所施設の管理者は、児童発達支援管理責任者に移行支援計画の作成に関する業務を担当させるものとする。（第21条の２第１項・新設）
〇児童発達支援管理責任者は、移行支援計画の作成に当たっては、適切な方法により、障害児について、アセスメントを行い、障害児が障害福祉サービスその
他のサービスを利用しつつ自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、自立した日常生活又は社会生活への移行について支援する上で必要な支
援内容の検討をしなければならない。（同条第２項・新設）

〇児童発達支援管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果等に基づき、障害児が障害福祉サービスその他のサービスを利用しつつ自立した日常生活
又は社会生活への移行について支援する上で必要な取組、当該支援を提供する上での留意事項その他必要な事項を記載した移行支援計画の原案を作成しなけ
ればならない。（同条第３項・新設）

〇児童発達支援管理責任者は、移行支援計画の作成後、移行支援計画の実施状況の把握（障害児についての継続的なアセスメントを含む。）を行うとともに、
障害児について解決すべき課題を把握し、少なくとも６月に１回以上、移行支援計画の見直しを行い、必要に応じて移行支援計画の変更を行うものとする。
（同条第４項・新設）

※このほか入所支援計画作成の規定を準用

※第57条により、指定医療型障害児入所施設についても準用

運 営 基 準

〇本基準は、令和６年４月の改正児童福祉法の施行等により、障害児入所施設は原則18歳未満、最長22歳までの利用となり、入所児童について、都道府県・
政令市の調整の下、障害児入所施設から成人期の生活へ円滑な移行に向けた取組が進められることを踏まえ、早期からの計画的な移行支援を促進する観点か
ら、15歳に達した入所児童について、移行支援計画を作成し、同計画に基づき、個々の状況に応じた丁寧・着実な移行支援を進めることとしたもの

〇移行支援計画の作成・見直しの手順や留意点については、入所支援計画の作成と同様。なお、移行支援計画の作成を含めた「移行支援の手引き」（令和３年
12月の移行調整の手引きの見直し）を令和６年度早期に発出予定

〇15歳未満の障害児であっても、家庭に戻ることや里親に委託されること等、退所が決定している場合は、切れ目のない支援を継続する観点から、移行支援計
画を作成することが望ましい。この場合に、移行支援関係機関連携加算等の算定も可能。また、有期有目的での短期間の入所の場合など、当該施設における
移行支援が明らかに不要と判断される場合には、入所支援計画に退所に向けた支援の内容を盛り込むことで作成に代えることが可能

ポ イ ン ト

※児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号）

令和６年度報酬改定



〇 移行支援計画を作成・更新する際に、当該児の移行に関わる行政・福祉等の関係者が参画する会議を開催し、移行支援に関して連携
・調整を行った場合の評価を行う。

【現行】

なし

単位数（新旧）

【改定後】

移行支援関係機関連携加算 250単位／回（月１回を限度）

※ 移行支援計画の作成又は変更にあたって、都道府県、市町村、障害福祉サービス事業所

等関係者により構成される会議を開催し、関係者と情報共有・連携調整を行った場合

②移行支援関係機関連携加算【新設】〔福祉型障害児入所施設 医療型障害児入所施設〕

６．（１）地域生活に向けた支援の充実

〇 指定障害児入所施設においては、15歳以上の入所児童について移行支援計画を作成し、同計画に基づき当該児童の移行支援を進めることが必要
（指定入所基準第３条第１項）

〇 本加算は、移行支援計画を作成・更新する際に、自治体や基幹相談支援センター等の関係者が参画する会議（移行支援関係機関連携会議）を開催し、
移行支援に関して連携・調整を行った場合に算定するもの
【主な要件】
・移行支援計画の作成又は更新にあたって、都道府県、市町村、教育機関、基幹相談支援センター（又は相談支援事業所）等の関係機関が参画する会

議を開催し、移行支援に関して情報共有及び連携調整を行うこと。
※会議には、入所給付決定を行った都道府県等、移行予定先（未定の場合は保護者の居住地又は入所施設の所在地）の市町村及び基幹相談支援セン

ター（未設置の場合は相談支援事業所）、障害児が所属する教育機関の出席を基本とし、このほか必要に応じて障害児本人・その家族、児童相談
所、移行予定先の障害福祉サービス事業者、居住施設、医療機関等の移行支援の関係者の参加を求めること

※会議はオンラインを活用して行うことも可
※全ての関係者の出席を基本とするが、やむを得ず欠席が生じる場合には、事前及び事後に移行支援及び会議に関する情報共有・連絡調整を行うこ

と
※会議においては、児発管又はソーシャルワーカーが、児童の状況や移行支援の状況等について説明を行うとともに、関係者から意見をもらい、

移行支援計画の作成・見直しを検討すること
・会議における検討を踏まえて、移行支援計画の作成・更新を行うこと（関係機関との具体的な連携方法等を記載）
・会議に加えて、関係機関との日常的な連携体制を構築し、障害児等の意向、支援内容、移行に向けた課題等について状況共有を行うこと
・会議の要点と、移行支援計画に反映させるべき内容について、記録を行うこと

○ 都道府県、政令市が招集する協議の場（個別のケース会議）を活用し、同様の取組を行った場合にも算定可能とすること

〇 より早期から移行支援を実施する観点から、15歳未満の入所児童に移行支援計画を作成等する場合についても、本加算の算定は可能

ポ イ ン ト

【参照法令等】
報酬告示（213）：第１の６の２（福祉型）、第２の４の２（医療型）

令和６年度報酬改定



〇 医療・保育・教育機関等連携加算について、モニタリング時においても算定を可能とする。また、利用者の通院に同行し障害児等の状
況を情報提供する場合や、関係機関等からの求めに応じて障害児等の状況を情報提供する場合も加算の対象とするとともに、これらの場
合について、一定の上限を設けた上で複数回の算定を可能とする。さらに、連携の対象に訪問看護の事業所を加える。

【現行】
医療・保育・教育機関等連携加算 100単位／月
※ 福祉サービス等提供機関（障害福祉サービス等

を除く）の職員等と面談を行い、障害児に関する
必要な情報の提供を受けた上で、障害児支援利用
計画を作成した場合に加算する。

単位数（新旧）

①医療・保育・教育機関等連携加算【見直し】〔障害児相談支援〕※児者共通

７．（２）医療等の多機関連携のための加算の拡充等

【改定後】
医療・保育・教育機関等連携加算 300単位／月（①－Ⅱ、②）

200単位／月（①－Ⅰ） 150単位／月（③）
※ 指定（継続）障害児支援利用援助を実施する月において、次の①～③のいずれかの業務

を行った場合に加算
①福祉サービス等提供機関の職員等と面談又は会議を行い、障害児等に関する必要な情報の

提供を受けた上で、以下を行った場合
Ⅰ 指定障害児支援利用援助 Ⅱ 指定継続障害児支援利用援助

②障害児が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の職員に対して、利用
者の心身の状況、生活環境等の利用者に係る必要な情報を提供した場合

③福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、福祉サービス等提供機関に対して障害児に
関する必要な情報を提供した場合

〇本加算は、障害児の関係機関との日常的な連携体制を構築するとともに、障害児の状態や支援方法の共有を行った場合に算定するもの
【主な要件】
<①福祉サービス等提供機関の職員との面談等による障害児支援利用計画の作成又はモニタリング＞※１月に１回を限度
・福祉サービス等提供機関（障害福祉サービス等事業者を除く。例：保育所、学校、児童相談所、医療機関、訪問看護事業所等）の職員との面談又は

会議により、障害児等に関する必要な情報の提供を受けた上で、障害児支援利用計画の作成又は見直し、モニタリングを行うこと（会議はオンライン
の活用可。障害福祉サービス等以外の福祉サービス等提供機関（障害児支援利用計画に計画されている機関等が原則）の参加によるサービス担当者会
議による算定も可）

・初回加算を算定する場合、退院・退所加算を算定し退院等する施設のみから情報提供を受ける場合は算定不可
＜②障害児への通院同行＞※１月に３回を限度。同一の病院等については１月に１回を限度
・障害児が病院等に通院するに当たり、通院に同行して病院等を訪問し、当該病院等の職員に対して障害児に係る必要な情報（※）を提供すること

※当該障害児の基本情報、状態、支援における留意点等、家族・世帯の状況、生活の状況、受診・服薬の状況、支援の利用状況、障害児支援利用計画の内容
等

＜③福祉サービス等提供機関への情報提供＞※①病院等・訪問看護事業所、②それ以外の福祉サービス等提供機関 ごとに１月に１回を限度
・福祉サービス等提供機関からの求めに応じて障害児に関する必要な情報を提供すること

〇本加算の算定場面に限らず、関係機関との日常的な連絡調整に努めること

〇情報提供等を行った場合には、相手や日時、その内容の要旨、障害児支援計画に反映されるべき内容に関する記録を作成すること。当該記録について
、市町村から求めがあった場合には提出すること

ポ イ ン ト

【参照法令等】
報酬告示（１２６）：別表の８

令和６年度報酬改定



事 務 連 絡 

令和６年４月 22 日 

 

 

   都 道 府 県 

   指 定 都 市 

   中 核 市 

   児童相談所設置市 

 

こども家庭庁支援局障害児支援課 

 

 

個別サポート加算（Ⅲ）の創設と取扱いについて 

 

 

 障害児支援行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げま

す。 

 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定においては、放課後等デイサービスにおい

て、不登校の状態にある障害児に対して、発達支援に加えて、学校及び家庭との緊密

な連携を図りながら支援を行った場合の評価として、「個別サポート加算（Ⅲ）」を創

設しました。 

 本加算の算定に当たっての具体的な取扱いについて、下記のとおりお示しします。 

 本加算は、事業所が、通所給付決定保護者（以下「保護者」という。）及び不登校の

状態にある障害児が在籍する学校と緊密な連携の下で支援を行うことを評価するも

のであり、本加算の取扱いを事業所が十分に把握しないままに算定することで、保護

者や学校とのトラブルに繋がり、ひいては障害児の支援に支障が生じることも想定さ

れることから、都道府県におかれましては、御了知の上、市町村及び事業所に周知を

お願いいたします。 

  

 

記 

 

１ 「個別サポート加算（Ⅲ）」の創設の経緯 

小・中学校における不登校児童生徒数が、約 29万 9千人（「令和４年度児童生徒

の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」文部科学省） とな

り、過去最多となっている中、放課後等デイサービスにおいても、不登校の状態に

ある障害児を受け入れ、支援を行っている実態がある。 

令和５年３月に取りまとめられた「障害児通所支援に関する検討会」報告書では、 

以下のとおり報告されている。 

・ 学校には在籍しているものの、精神的な理由等で継続的に学校に通学できない

「困り感」の強い障害児については、学校の対応に加えて、放課後等デイサービス

についても、休息ができ、安心・安全でその子らしく過ごせる場としての役割は大

きい。不安解消、社会的コミュニケーションを図れる場所として、将来の社会参加

を促進するという観点からも、放課後等デイサービスにおいても教育や医療等関係

各            障害児支援主管部（局） 御中 

別添２ 



機関と連携しながら支援していくことが必要である。 

・ そうしたこどもへの支援の提供や、学校との連携を効果的に進めていく上では、 

ICT の活用も重要であり、取組を進めていく必要がある。 
           （引用：「障害児通所支援に関する検討会」報告書（令和５年３月）） 

 

これらの実態や検討を踏まえ、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、

学校等と緊密に連携を図りながら、不登校の状態にある障害児に対する支援（保護

者への相談援助等を含む。以下同じ。）を行う事業所を報酬上評価するため、「個別

サポート加算（Ⅲ）」を創設したところである。 

 

２ 本加算の目的・趣旨 

  不登校の状態にある障害児への支援については、放課後等デイサービスのみだけ

ではなく、学校及び家庭、その他関係機関等と協働で支援を行っていくことが重要

である。 

  これを踏まえ、本加算は、事業所が発達支援に加えて、学校と日常的に情報共有

等を行いながら支援を行うとともに、不登校の状態にある障害児の家族に対する相

談援助を丁寧に行うなど、学校及び家庭との緊密な連携の下で行う支援に対して、

報酬上の評価を行うものである。 

 

３ 本加算において対象となる障害児について 

  本加算は、学校及び家庭との緊密な連携の下で、不登校の状態にある障害児に対

して支援を行うことを評価するものであることから、本加算の対象となる障害児と

は、「何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校しな

いあるいはしたくてもできない状況にあるため、長期的継続的もしくは断続的に欠

席している障害児（病気や経済的な理由による者は除く。）」であって、あらかじめ

保護者の同意を得た上で、学校と情報共有を行い、事業所と学校との間で、緊密な

連携を図りながら支援を行うことが必要であると判断された障害児とする。 

  なお、具体的な欠席日数による要件を定めているところではないが、「長期的継

続的もしくは断続的に欠席している」ことについて、本加算が不登校の状態にある

障害児を対象とするものであることに留意して、直近の欠席状況を踏まえて判断さ

れたい。 

  また、不登校の状態を生じさせている要因・背景は、個々の障害児により様々で

あり、複数の要因・背景により生じている場合や、障害児の置かれている環境等に

より異なるものであると考えられる。そのため、本加算の対象になるか否かは、個々

の障害児の登校しないあるいはしたくてもできない状況等を踏まえながら、学校、

家庭、事業所の三者の共通理解の下で判断されたい。 

 

４ 市町村における審査の手続きについて 

  本加算は、不登校の状態にある障害児に対して、学校及び家庭と緊密な連携の下

で支援を行う事業所が、保護者の同意を得て算定するものであり、あらかじめ、市

町村において、通所給付決定時に対象か否かを決定し、受給者証に印字することは

不要である。 

  市町村においては、報酬の請求に係る審査を行う際に、必要に応じて、請求を行

う事業所に対して、学校及び家庭との連携の状況や、不登校の状態にある障害児へ

の支援の状況等を個別に確認されたい。事業所は本加算を算定する上で、市町村の



求めに応じて、これらの説明を行う必要があるものとしている。 

  また、市町村においては、必要に応じて教育支援センターや不登校の状態にある

児童への支援等を行う機関などと連携を図るとともに、不登校の状態にある障害児

に対して、適切な支援の提供が行われるよう放課後等デイサービスとの連携を図っ

ていくことが望ましい。 

なお、平成 30 年には、文部科学省と厚生労働省の両省により、家庭と教育と福

祉の連携「トライアングル」プロジェクトが行われ、平成 30 年３月に「家庭と教

育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクト報告」（以下、「報告」という。）が

取りまとめられているところである。 

報告では、教育委員会と福祉部局において各制度を所管しているが、双方の垣根

を排除し、就学前から学齢期、社会参加まで切れ目なく支援していく体制を整備す

ることが重要であることを踏まえ、教育と福祉の連携を促進するための取組等が示

されているところであり、これを参考にされたい。 

 

５ 加算の主な要件等について 

  加算の主な算定要件及び留意点は、以下のとおりである。 

 

（１）学校と日常的な連携を図りながら支援を行うこと 

  ○ あらかじめ保護者の同意を得た上で、学校と日常的な連携を図り、個別支援

計画に位置付けて支援を行うこと。個別支援計画の作成に当たっては、学校と

連携して作成すること。また、学校との情報共有については、月に 1回以上行

うとともに、その要点について記録を行うこと（なお、当該連携については関

係機関連携加算(Ⅰ)(Ⅱ)の算定は不可）。 

  ○ 学校との情報共有においては、障害児の不登校の状態について確認を行うこ

ととし、障害児や家族等の状態、登校状況等を考慮した上で、学校と事業所と

の間で本加算による支援の継続の要否について検討を行うこと。 

なお、本加算による支援の継続の要否については、欠席状況や本加算による

支援が必要であると判断した時点からの障害児本人の心情や状況の変化等を

踏まえ、学校、家庭、事業所の三者の共通理解の下で判断すること。 

  ○ 本加算は、学校及び家庭との緊密な連携の下で行う支援に対して、報酬上の

評価を行うものであることから、例えば授業終了後に利用する場合であっても、

算定は可能であるとともに、障害児が不登校の状態に該当することのみをもっ

て算定ができるものではないことに留意すること。 

 

（２）家庭と日常的な連携を図りながら支援を行うこと 

   障害児の家族と連携を図り、家族への相談援助（居宅への訪問、対面、オン

ラインいずれの方法でも可）を月 1回以上行うとともに、その要点について記

録を行うこと。 

   なお、当該相談援助については、家族支援加算の算定はできないものである。 

 

（３）市町村と連携を図ること 

   市町村（教育担当部局又は障害児支援担当部局）から、学校や家庭との連携状 

況、障害児への支援の状況等について確認があったときは、当該状況等につい 

て回答すること。 



６ 不登校の状態にある障害児への支援について     

不登校の状態にある障害児に対する支援については、まずは障害児本人の気持

ちに寄り添いながら、放課後等デイサービスでの活動等を通じて、こどもの自己

肯定感を高めていくことが重要である。そのため、学校や家族からの情報も踏ま

えてアセスメントを行い、登校しないあるいはしたくてもできない状況が生じて

いる要因や背景について把握・分析を行い、個々のニーズに応じて必要な支援（例

えば、障害児の本人の抱える不安の解消、社会的コミュニケーションを図る等）

を個別支援計画に位置付けた上で、計画的に支援を進めること。また、学校や家

庭と連携を図る際には、放課後等デイサービスでの支援の実施状況や障害児本人

の変化等を共有しながら支援を進めること。 

なお、不登校の状態にある場合であっても、障害児の学びの場を確保し、学び

たいと思った時に学べる環境を整えることも重要である。そのため、こども本人

の意思を尊重するとともに、学校や家庭と連携を図りながら、必要な対応や方策

の検討を行うこと。その際、学校は、様々な制度や公的な支援により質の担保さ

れた教育機関であり、学校教育を受ける機会を得られないことにより、将来にわ

たって社会的自立を目指す上でリスクが存在することを踏まえ、安易に不登校の

状態が継続することの無いよう留意すること。 

 

７ 障害児並び学校及び保護者との信頼関係の構築について 

事業所が、不登校の状態にある障害児に対して、学校や保護者との緊密な連携

の下で支援を行う必要性を感じたとしても、障害児や学校、保護者との認識が一

致しているとは限らないため、事業所側からの一方的な訴えにならないよう、障

害児や学校、保護者との信頼関係を構築し、共通理解の下で支援を進めていくこ

とが必要となる。 

 こうした信頼関係が築けていない場合に、一方的に加算の算定に係る同意や連

携を求めることは、信頼関係を損ねるのみならず、不登校の状態にある障害児に

も好ましくない影響が生じる恐れがあることに留意すること。 

 例えば、本加算は、不登校の状態になったが、放課後に利用していた放課後等

デイサービスには、信頼関係の下で通うことができる障害児に対し、当該放課後

等デイサービスが、学校・家庭等と連携して支援を行う場合に算定することを想

定しており、これまで当該放課後等デイサービスの利用をしていなかった不登校

の状態にある障害児を集めて、一方的に支援を行うことは想定していないもので

ある。 

 

８ 個別サポート加算（Ⅲ）を算定している場合の計画時間及び延長支援加算の取 

扱いについて 

   本加算を算定している場合には、学校及び家庭と緊密な連携が図られている前

提があることから、授業時間帯である時間においても、計画時間（発達支援を提

供する時間）又は延長支援時間を個別支援計画に位置付けることができるものと

する。延長支援時間については、計画時間の前又は後あるいは前後共に設定する

ことも可能とする。障害児等の状況に応じた運用ができるものとするが、授業時

間帯における支援については、いずれの場合であっても、学校及び家庭と連携を

図るとともに、こども本人の意思を尊重しながら、必要性については十分に検討

を行った上で個別支援計画に位置付けること。 



   また、学校や家庭との連携が図られていない状況下で、授業時間帯である時間

内に、発達支援又は延長支援が提供されることは想定していない。そのため、授

業時間帯である時間内に、計画時間又は延長支援時間を個別支援計画に位置付け

ることが必要な状況が生じている場合には、学校及び家庭と必要な連携を図り、

本加算の枠組みの下で支援を進めるよう取組まれたい。 

なお、本加算を算定している場合の計画時間及び延長支援時間の取扱いについ

ては、別紙「個別サポート加算（Ⅲ）の算定をしている場合の計画時間及び延長

支援加算の取扱いについて」も参考にされたい。 

 

９ 令和６年４月以降の個別支援計画への位置付け等当面の取扱いについて 

既に、「令和６年４月 1日以降の各加算の当面の取扱いについて」（令和６年３

月 29日付こども家庭庁支援局障害児支援課発出事務連絡）において、加算の算定

に伴う個別支援計画への位置付け等について当面の取扱いを示しているところで

あるが、個別サポート加算（Ⅲ）については、以下のとおり取り扱うものとする。 

なお、本加算については、学校と連携して個別支援計画を作成することとして

いることから、当面の取扱いについては、令和６年３月 31日時点で既に学校と緊

密な連携を図りながら、不登校の状態にある障害児に対して支援を行っている場

合のみに適用されるものであり、これまで不登校の状態にある障害児に対して、

学校との連携を図っていない場合には適用されないことに留意すること。 

 

 

 算定要件 

（必要となる計画作成等の取組） 

令和６年４月以降の 

当面の取扱い・留意点 

○ 学校と日常的な連携を図り、障害児に

対する支援の状況等について共有しなが

ら支援をしていくことについて、個別支

援計画に位置付けること。 

○ 個別支援計画の作成に当たっては、学

校と連携して作成すること。 

○ 個別支援計画への位置付けは、4月サー

ビス提供分の請求を行うまでに行うこと

で差し支えない。 

○ また、個別支援計画の次回の見直しま

での間は、別の様式（様式自由）に必要な

事項を定めた上で、現行の個別支援計画

と併せることにより対応をすることとし

て差し支えない。 

○ ただし、学校と連携を行い、支援の実

施について必要な情報等について共有を

行うとともに、月 1 回の家庭への相談援

助や学校との情報共有は４月中に行う必

要があることに留意すること。 

 

 

10 その他 

 ○ 本加算は、障害児通所給付費の給付決定を受けて放課後等デイサービスを利用

している障害児が、不登校の状態となっている場合における支援を対象としてい

るものであり、不登校の状態のみをもって障害児通所給付費の対象とする趣旨の

ものではないことに留意すること。 



9時-10時 10時-11時 11時-12時 12時-13時 13時-14時 14時-15時 15時-16時 16時-17時 17時-18時

個別サポート加算（Ⅲ）を算定している場合の計画時間及び延長支援時間の取扱いについて

授業時間帯である時間

延長支援時間
（2時間以上で算定）

例１－①
本加算を算定しており、午前から利用する
場合（前半を延長支援で算定する場合）

例２－①
本加算を算定しており、午後から利用する
場合（前半を延長支援で算定する場合）

参考
通常利用の障害児の場合

例③
本加算を算定しており、授業終了後から
利用する場合

【留意点】
○ 授業時間帯である時間内において、個別支援計画に計画時間（発達支援を提供する時間）を位置づけることも可能とする（この場合においては、計画時間を３時

間超過した以降の時間帯が延長支援時間となる。）。ただし、本来であれば学校において教育が提供される時間帯であることから、学校及び家庭との連携を図ると
ともに、こども本人の意思を尊重しながら、必要性について十分に検討を行った上で個別支援計画に位置づけること。

○ 学校や家庭との連携が図られていない状況下で、授業時間帯である時間に、発達支援又は延長支援が提供されることは想定していない。そのため、授業時間帯で
ある時間内に、計画時間又は延長支援時間を個別支援計画に位置づけることが必要な状況が生じている場合には、学校及び家庭と必要な連携を図り、本加算の枠組
みの下で支援を進めるよう取り組むこと。

別紙

計画時間
（時間区分２で算定）

計画時間
（時間区分２で算定）

例１－②
本加算を算定しており、午前から利用する
場合（前半を計画時間で算定する場合）

計画時間
（時間区分２で算定）

延長支援時間
（2時間以上で算定）

延長支援時間
（2時間以上で算定）

計画時間
（時間区分２で算定）

例２－②
本加算を算定しており、午後から利用する
場合（前半を計画時間で算定する場合）

計画時間
（時間区分２で算定）

延長支援時間
（2時間以上で算定）

計画時間
（時間区分２で算定）

参考
本加算を算定していない場合

計画時間
（時間区分２で算定）

本加算を算定していない場合で、当該時間帯に支援を必要とする場合に
は、本加算の枠組みの下で支援を進めること。



地 域 障 害 児 支 援 体 制 強 化 事 業

○ 令和４年６月に成立した改正児童福祉法の施行（令和６年４月）を踏まえ、児童発達支援センターが中核的な役割を果たせるよう、
機能の強化を行うとともに、地域全体で障害児に提供する支援の質を高め、障害児の支援体制の強化を図る。

【実施主体】都道府県・市町村
【負担割合】市町村事業 ：国  １／２ ，市町村１／２ ※都道府県は、予算の範囲内において、市町村が行う本事業に要する費用の1/4以内を補助できる

都道府県事業：国  １／２ ，都道府県１／２

＜児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金＞

令和６年度当初予算 177億円の内数（208億円の内数）令和５年度補正予算額 15億円

② 巡回支援専門員整備

保育所等に巡回支援を実施し、障害が“気になる段階”から
支援を行うための体制整備を図り、発達障害児等の支援の充実、
家族への支援を行うとともに、インクルージョンを推進する。
・巡回等の活動計画の作成
・巡回等支援
・戸別訪問等
・関係機関との連携
・地域の体制整備への関与
・専門性の確保

国
相談 連携 助言

補助 市
町
村

都
道
府
県

児童発達支援センター
 ・地域の事業所の支援技術の向上
 ・地域のインクルージョン推進
 ・発達に特性のあるこどもや家族への支援
 ・質の向上のための研修会
 ・支援事例検討 等

中核的機能

巡回支援専門員
・巡回支援
・地域の体制整備への関与 等

連携

相談 訪問連携

地域全体の障害児支援体制の強化、インクルージョンの推進

児童発達支援事業所 保育所 障害児家庭

連携先の支援機関等の例

① 児童発達支援センターの機能強化等

児童発達支援センター等の中核的役割や機能の強化を図るとともに、

地域全体で、障害児に提供する支援の質を高め、障害児の支援体制の

強化を図る。

・児童発達支援センターの職員の質の向上
・地域の事業所の支援技術の向上
・地域のインクルージョン推進のための事業
・発達に特性のあるこどもと家族のサポートの事業
・地域の支援事例検討・質の向上のための研修等事業

１  事業の目的

２  事業の概要・スキーム

３  実施主体等

支援局 障害児支援課

令和５年度第一次補正予算
・地域の様々な場での受入れ環境の整備を促進
・早期からの切れ目のない支援を推進

別添３



地 域 支 援 体 制 整 備 サ ポ ー ト 事 業

令和６年４月１日の改正児童福祉法施行等を踏まえた、児童発達支援センターを中核とした地域の障害児支援体制の強化等の取組が、
全国各地域で進むよう、国や都道府県等による状況把握や助言等の広域的支援を進めることにより、地域の支援体制の整備を促進する。

国実施分：国（委託により実施）
自治体実施分：都道府県・指定都市・中核市

自治体実施分 ＜児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金＞
令和６年度当初予算  177億円の内数 令和5年度補正予算額 0.5億円

国実施分   令和６年度当初予算   0.1億円１  事業の目的

２  事業の概要・スキーム

３  実施主体 ４  補助率

自治体実施分：国 １０/１０

都道府県等に、地域における障害児支援にかかる体制整備のためのサポートを行う職員
（地域支援体制整備サポート職員）を確保し、以下の取組を行う。

○ 市区町村とのネットワークの構築等
地域支援体制整備サポート職員が地域を巡回することなどにより、管内の市区町村へ

のサポート体制や管内のネットワーク構築を行うとともに、各市区町村の支援体制の
整備状況等に応じて、必要な助言・援助を行う。

○ 各市区町村の支援体制等に係る状況把握
各市区町村と連携をしながら、社会資源の整備状況や、障害児通所支援給付事務の運用

状況等に係る状況把握を行い、分析や課題の整理を行う。
（例）
・児童発達支援センター等を中核とした地域の支援体制の整備状況
・保育所等の一般施策における障害児の受け入れ体制の状況
・母子保健、教育等、こども施策関係部署との連携状況
・医療的ケア児や重症心身障害児等への支援体制の状況
・障害児相談の体制整備の状況も踏まえた支給決定の状況 等

○ 状況把握・分析結果の公表及び市区町村への助言・援助等
状況把握・分析により整理した管内市区町村における支援体制等について公表するとと

もに、市区町村向け説明会の開催等により、管内の現状や課題等についての情報共有や、
市区町村に対する助言・援助等を行う。
（状況把握・分析結果については、国にも情報共有し連携）

サポート職員

各市区町村

②情報共有・連携

①状況把握③分析

分析結果の共有

都道府県と連携して助言・援助等

助言・援助等

都 道 府 県

④助言・援助等

※ 指定都市・中核市の場合には、市内の状況把握と分析を踏まえて
国・都道府県と連携等

サポート体制のイメージ

国

支援局 障害児支援課

・全国の状況把握・分析
・支援ツール開発、見える化
・自治体等ネットワーク構築 等

全国の障害児支援体制の整備状況の把握・分析、整備・強化の手法や支援ツールの開発、
見える化の取組、自治体等のネットワーク構築等を実施し、各地域の体制の整備・強化を
支援する（自治体実施事業とも連携）

【国実施分】

【自治体実施分】



発達障害のある児童生徒等に対する支援事業

通級による指導を受ける児童生徒数は増加しており、現在、小・中学校においては約15.4万人、高等学校については約1,700人が受けており、このうち、学習障害、
注意欠陥多動性障害、自閉症が約６割を占めている。そして、高等学校における通級による指導については、平成30年度に制度化から6年経過したところ。
今後、通級による指導を受ける児童生徒数はさらに増加すると考えられ、新たな通級指導教室の設置や通級による指導体制の整備、実施形態の検討等が進むこと
が想定される。また、児童生徒が在籍する小・中学校等で通級による指導を受けられるよう、管理職を始めとする全ての教員あるいは学校全体で、より一層、発達障害
を含む特別支援教育に関する理解を深め、特別支援教育を担う教員の育成を図ることが重要である。

現状・課題

事業内容

令和6年度予算額 0.5億円

（前年度予算額 0.6億円）

巡回指導を実施する自治体において、従来の方法等に基づいた巡回指導だけでなく、地理的条件や

地域の実情等を踏まえた新たな巡回指導の方法や環境整備、巡回指導担当教員等の育成等につい

て検討・実証を行い、通級による指導の対象となっている児童生徒にとって効果的かつ効率的な通級に

よる指導に向けたモデルを構築し、全国的な普及を図る。

1.効果的かつ効率的な巡回指導の実施に向けたモデル構築事業 28百万円

3. 発達障害のある児童生徒等に対する支援に関する家庭・教育・福祉の連携に関する調査研究事業 7百万円(新規)

 発達障害のある児童生徒等への支援においては、外部機関である福祉機関等との連携が重要であることから、学校や教育委員会と福祉関係機関等との連携について、実態の調査や好

事例の収集及び整理などを行い、横展開を図ることで、先進事例の周知啓発を行う。

・巡回指導スーパーバイザーの設置
・外部有識者等を交えた運営協議会等の設置
・近隣市区町村との連絡協議会の設置
・巡回指導担当教員等の育成（後継者育成） 等

都道府県・市区町村教育委員会

A市 B町

・大学
・福祉、医療機関等
（発達障害支援センター等）
・特別支援学校

行政区を超えた連携

助
言
・
参
加

巡回校①

巡回校②

巡回校③

巡回指導担当教員

助言・
コーディネート

巡回指導担当教員と
巡回校との連携の在り方

2. 管理職をはじめとする教員の理解啓発・専門性向上のため
の体制構築事業 14百万円

（１）発達障害を含む特別支援教育に関する育成指標
の作成

（２）特別支援教育に関するキャリアに応じた教師の育ちと学びを関連付けて支える

 仕組みを構築するための組織的かつ体系的なプログラム等の開発

（３）特別支援学級や通級による指導など特別支援教育に関する経験のない

   管理職に対する特別支援教育に関する研修等の機会の充実

都道府県・指定都市
教育委員会

教育センター等

連携
教員育成指標連

動

将来的に自校で通級による
指導を実施するための体制づくり

管理職も含めた全ての教員が発達障害を含む特別支援教育を取り組んでいく

ための体制構築等に関する研究を行う。

担当：初等中等教育局特別支援教育課

件数・単価 ６か所×4.7百万円 交付先 都道府県教育委員会
件数・単価 ４か所×3.4百万円 交付先 都道府県・指定都市

教育委員会

件数・単価 １か所×１団体 交付先 民間団体等



家庭・教育・福祉連携推進事業

教育と福祉の連携については、地域での切れ目ない支援が求められており、厚生労働省・文部科学省におい

て「家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクト」を立ち上げ、報告をとりまとめた。各市町村
がこの報告書における教育と福祉の連携を推進し、保護者支援を推進するための方策を実施し、その検証結果
について報告を行う事業を実施する。

教育・福祉の連携を強化し、障害のある子どもとその家族の地域生活の向上を
図るため、家庭・教育・福祉をつなぐ「地域連携推進マネジャー」を市町村に配
置し、

①教育と福祉の連携を推進するための方策
○教育委員会、福祉部局、学校、障害児通所支援事業所の関係構築の場の設置
○障害福祉制度の周知を図るための福祉部局と教育委員会等による合同研修の実施

②保護者支援を推進するための方策
○保護者支援のために相談窓口を整理し、ハンドブックの作成

等の連携方策を実施する。

市町村単位で
家庭・教育・福祉の連携を実現！！

※スタートアップの費用として活用することを想定しているため、補助対象は事業開始から３年以内に限る。

R1 開始



地域生活支援事業における発達障害児者支援関係予算

令和６年度当初予算

地域生活支援事業費補助金 505億円の内数（504億円の内数）

〇発達障害者支援体制整備事業【拡充】（都道府県） 4.３億円（3.9億円）

〇発達障害児者地域生活支援モデル事業（都道府県・市町村） 20百万円（20百万円）

〇かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業（都道府県） 19百万円（19百万円）

〇発達障害児者及び家族等支援事業（都道府県・市町村） 1.6億円（1.6億円）

〇発達障害診断待機解消事業（都道府県） 93百万円（93百万円）
・発達障害専門医療機関初診待機解消事業
・発達障害専門医療機関ネットワーク構築事業

地域生活支援促進事業

世界自閉症啓発デー普及啓発関係予算

〇発達障害者支援センター運営事業（都道府県必須事業）

〇発達障害者支援地域協議会による体制整備事業（都道府県必須事業）

〇家庭・教育・福祉連携推進事業（市町村任意事業）

※括弧書きの金額は前年度予算額



事業概要

教育と福祉の連携を推進する要因調査と連携促進ツールの検討事業
（国立障害者リハビリテーションセンター）

令和５年度補正予算額 4,221千円

○ 発達障害をはじめ障害のある子どもたちへの支援にあたっては、行政分野を超えた切れ目ない連携が不可欠である。平成29年度には
文部科学省と厚生労働省が協働し、「家庭と教育と福祉の連携『トライアングル』プロジェクトチーム」（以下、トライアングルプロ
ジェクトとする。）を発足させ、家庭と教育と福祉のより一層の連携を推進するための方策を検討し、とりまとめの報告書の中で「今
後取り組むべき方向性」が示された。

＜今後取り組むべき方向性＞
（１）教育委員会と福祉部局、学校と障害児通所支援事業所との関係構築の「場」の設置
（２）学校の教職員等への障害のある子供に係る福祉制度の周知
（３）学校と障害児通所支援事業所等との連携の強化
（４）個別の支援計画の活用促進

○ トライアングルプロジェクトの報告を受け、発達障害情報・支援センターでは、情報発信の推進のためのホームページの運営、人材
育成のための研修カリキュラムや研修動画コンテンツの作成・普及などに取り組んできたが、自治体における教育と福祉の連携は、地
域ごとに取り組みにばらつきが生じているといった課題がある。

○ そのため、全国における支援・連携の均てん化を図るため、人材育成に係る研修コンテンツや支援会議などの教育と福祉の連携の場
について、自治体の状況をヒアリングやアンケート調査で把握し、今後の教育と福祉の連携の在り方を検討する基礎資料を作成すると
ともに、収集した好事例や課題の事例を整理し、連携促進ツールとして発達障害ナビポータルに実装するコンテンツの開発を行う。



教育と福祉の連携を推進する要因調査と連携促進ツールの検討 事業

トライアングルプロジェクトの「今後取り組むべき方向性」、特に発達障害ナビポータルが発信した人材育成に係る
研修コンテンツや支援会議などの教育と福祉の連携の場について、自治体の状況を把握し、今後の教育と福祉
の連携の在り方を検討する基礎資料を作成する

上記における調査結果等を踏まえて、研修カリキュラムの成果を検証する際の資料にするとともに、収集した好
事例や課題の事例を整理し、連携促進ツールとして発達障害ナビポータルに実装するコンテンツの開発を行う

令和５年度 令和６年度 令和７年度

自治体地域モデルのヒアリング、支援を    令和５年度より並行して実施する。
連携促進ツールの作成に向けたヒアリング
・作成後の普及

事業内容について、本省地域生活・発達
障害者支援室、施設管理室、こども家庭
庁障害児支援課、ならびに文部科学省特
別支援教育課、国立特別支援教育総合
研究所に共有、助言を得る。

①検討委員会の開催。調査項目の検討
ならびに連携促進ツール構想についての共
有を行う（４月～７月）。
②調査の実施、回収（８月～11月）
③検討委員会の開催。考察、報告の検
討（12月～３月）

①検討委員会の開催。調査結果やヒアリ
ングを踏まえて連携促進ツールについての
内容や普及方法等についての具体的な検
討を実施する（４月～７月）
②連携促進ツールの作成（８月以降）

調査

事例
収集

事業のスケジュール

準 備 検 討・作 成 普 及・検 証
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